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概要概要概要概要 

 

マイクロオーダーサイズの微細気泡は水質浄化等の工業的な応用から造影剤に代表される医療

技術等に至るまで様々な分野への応用が行われている．多くの微細気泡生成装置の中で，ベンチ

ュリ管式微細気泡生成装置はベンチュリ管内で起きる気泡の収縮崩壊微細化現象を利用して微細

気泡を生成する方法であり，駆動部を必要とせず，取扱いが容易な微細気泡生成手法である．し

かし，ベンチュリ管内流動については研究がなされているものの，ベンチュリ管内における微細

気泡生成の物理機構は明らかにされていない．またベンチュリ管式微細気泡生成装置の性能なら

びに微細気泡を生成するための流動条件も完全に理解されているとは言い難い． 本研究では，ベ

ンチュリ管内の気泡挙動や流動特性を理解することで微細気泡生成の物理機構の解明を目的とす

る．また，その知見を踏まえ，気泡微細化現象の具体的な応用先やその有用性について検証する．

上記にある目的を達成するため，気液二相流において重要な物理量であるボイド率の計測法の開

発ならびに流動中の直径 10 µm以下の微粒子微細気泡のインライン計測法の開発も行った． 

ボイド率計測法では，分散気泡流のボイド率計測が不可能とされていた定電流法に対して，定

電流法によって得られた電気信号からボイド率に換算するためのアルゴリズムを改良することで，

従来の定電流法では成し得なかった分散気泡流へのボイド率計測を可能とした．既存の方法がお

よそ 100 %の過大評価であったのに対して，10 %程度の誤差に抑えることができるようになった．

また，直径数百µmの微細気泡に対しても同様に既存の方法よりも正確にボイド率を求めることで

きた．さらに定電流法の特徴を生かしたサンプリング周波数 100 kHzでの高速インラインボイド

率計測も可能であることが示された． 

集束光を用いた干渉縞による微粒子微細計測では，最小で直径 0.1 µmの微粒子のインライ

ン計測が可能であることを確認した．また，流速が既知の場合，電圧信号から流路断面方向

の粒子位置を特定可能であることが実験的に確認された．加えて電圧信号の電圧の変動から

粒径を見積もる計算式を構築し，精度に難があるものの，粒径を見積もることができた．気

泡計測へ適用したところ，気泡の計測も可能であり，流速が既知の場合には電圧信号から流

路断面方向の気泡位置が特定可能であることを実験より確認した． 

これらの計測技術を用いて，ベンチュリ管内の気泡挙動や流動特性の解明を試みた．その結果，

ベンチュリ管スロート下流で生じる急激な圧力回復が気泡崩壊現象と相関していることをベンチ

ュリ管内の圧力計測とハイスピードビデオカメラより確認した．また，定電流法によるボイド率

計測結果を用いて，気液二相流の音速の式よりベンチュリ管内の音速を求めた．その結果，気泡

崩壊現象が起きる流動条件では，ベンチュリ管スロート下流より超音速流となり，気泡崩壊位置

において亜音速流になることが明らかにされた．このことから，気泡崩壊位置における圧力回復

が衝撃波であることを明らかにした．気泡崩壊時における気液界面の詳細可視化計測を行ったと

ころ，微細気泡への崩壊はこの圧力回復に加え，気液界面の複雑な挙動や不安定性によって起き

ていることが示された．また，気泡崩壊現象に伴ってベンチュリ管下流に伝播する圧力波の存在

も実験的に明らかにした．  

ベンチュリ管内で起きる気泡の収縮崩壊微細化現象の応用について検討したところ，低気相容

積流量比での気泡崩壊条件において微細な気泡の生成が可能であることを確認した．加えて，洗

浄やケミカルリアクターへの応用を試みたところ，気泡崩壊条件において洗浄効果ならびに化学

反応の促進が生じたと考えられる実験結果を得た． 
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第1章 緒言 

1.1 研究背景 
1.1.1 微細気泡の特性と応用事例 

マイクロバブルとは通常の気泡よりも小さい微細気泡の事を指す．その定義は研究分野に

よって異なる．微細な気泡を血液中に注入して超音波による体内の画像診断をする研究が 20

年以上前から行われているが，その研究分野では直径 10 µmから 100 µmの気泡をマイクロ

バブルと呼んでいる．牡蠣の養殖等でマイクロバブルを利用した大成らは，その発生時の気

泡径が十から数十µm の気泡をマイクロバブルとしている．一方，東京大学の松本らのグル

ープでは直径数百µm以下の気泡のことを指す．更に船舶の摩擦低減の研究では直径 500 µm

から 1 mm程度の気泡をマイクロバブルとしている．このように研究対象によってマイクロ

バブルの定義は異なる[1.1]．そこで本研究では，その名称の通り，1 µmから 1 mm程度の気

泡をマイクロバブルと呼ぶことにした． 

マイクロバブルはその定義に 1 µmから 1 mmの幅があるため，一概には言えないが，以下

の特徴を有する． 

 

1. 気相体積当たりの界面面積が著しく大きい． 

気泡の体積 V当たりの表面積 Sを式で表すと， 

 

R

R

R

V

S

3
3

4
4

3

2

=

=
π

π

   (1.1) 

 

となる．つまり，気泡半径 Rが小さくなるほど，気泡の体積当たりの表面積が大きくなるこ

とを意味している．単位体積当たりの表面積が大きくなることで，単位体積当たりの気液の

接触面積が増加し，気相の溶解や気泡界面での物質の吸着作用を促進する．これらの効果は

液中への酸素，オゾンの溶解や物質吸着による水質浄化に用いられる[1.2]． 

 

2. 浮上速度が遅い 

気泡径が小さいほど，浮力も小さくなり気泡の上昇速度は小さくなる．そのため，マイク

ロバブルの液中の滞留時間が長い．滞留時間の増加によって，上記で述べた液中への気相の

溶解や気液界面での物質の吸着作用をより効果的に行える．また，マイクロバブルが滞留す

ることによって，流体としての比重が下がり，全体の流動に大きく影響をもたらすことが知

られている[1.3, 1.4]．加えて，気相割合が高まることで，固液間の摩擦抵抗が低減するとも

言われており，船体抵抗低減への応用が研究されている[1.5]． 

 

3. 内部圧力が高い 

気泡内外の圧力差∆pはヤング‐ラプラスの式より， 
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R

ppp outin

σ
∆

2=

−=
   (1.2)  

 

と表される．この式から分かるように，気泡内の圧力 pinと気泡外の圧力 poutの圧力差は表面

張力σと気泡径 R で表すことが出来る．気泡径に反比例していることから，気泡径が小さい

ほど内部圧力は高くなる．この高圧を利用した有害な有機系化学物質の直接分解や，高圧に

よってフリーラジカルを発生させることで，化学物質の分解を行う研究がなされている[1.6]．  

マイクロバブルは上記のような特徴以外にも，そのサイズや流動への追従性ならびに無害

であることから，超音波流速分布計測のトレーサー粒子の代替物質としての応用も研究され

ている[1.7, 1.8]．このようにマイクロバブルが持つ物理的ならび化学的性質から，様々な分

野で応用研究されており，マイクロバブルの産業的重要性は日々高まっている． 

 

1.1.2 微細気泡生成装置 

 マイクロバブルは多岐に亘る応用が注目されており，これらのシステムを高効率かつ低ラ

ンニングコストで運転するためには，各システムに適した微細気泡生成技術が必要とされて

おり，現在までに様々な微細気泡生成手法が提案されている[1.2]．気相注入部に微細な孔を

設けて微細気泡を生成する方法として，注射針のような先細のニードルや，焼結体などの多

孔質体，ゴム状の膜に微細な孔が開けられているメンブレン(散気膜)を用いた方法が挙げら

れる．これらの方法は気相注入部に微細孔を設けて気体を流すだけなので取扱いが容易であ

る．だが，注入部との接触による固気液界面の表面張力の影響を受けるため，直径 100 µm

以下の微細気泡を生成するのは非常に困難と言われている． 

これに対して，より微細な気泡を生成させるために，様々なタイプの微細気泡生成装置が

開発されている．生成機構で分類すると，旋回流や液相ジェット中の気相界面の不安定現象

を利用して微細化する手法[1.9, 1.10]，シャンパンのように過飽和な気体を微小気泡として析

出させる加圧溶解法，そして気泡の崩壊現象により微細化する方法の大きく 3種類に分ける

ことが出来る．これらは用途に応じて利用されているものの，高ボイド率で十分に小さい気

泡の発生が困難であるという制限があるため，高ボイド率での利用が可能な新たな気泡発生

装置の開発が強く望まれる． 

微細気泡生成装置のひとつとして，本研究対象である縮小‐拡大管からなるベンチュリ管

を利用したベンチュリ管式微細気泡生成装置[1.11, 1.12, 1.13]がある．ベンチュリ管式微細気

泡生成装置はベンチュリ管内で起きる気泡の微細化現象を利用して微細気泡を生成する方

法である．特徴としては，気液二相流を流すだけで直径 1 mm以下の気泡を生成することが

できるため，ベンチュリ管内に駆動部を必要とせず，取扱いが容易である．図 1.1 にベン

チュリ管に気泡流を流入させた際の挙動を示す．(A)はベンチュリ管に空気のみを流入させ

た場合の発生気泡の様子，(B)は空気と水を同時に流入させた場合の発生挙動の様子を示し

ている．空気のみを流入させた場合，ミリサイズの気泡が上昇している様子が確認できる．

一方，気泡流を流入させた場合では，雲のような大量の微細気泡が生成されている様子が確

認できる．図 1.2 にベンチュリ管通過後の気泡径の確率密度分布を示す．この図から，体

積流量比 20 %の条件でも体積流量比 2 %の条件と同程度の微細気泡が生成されていること
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が確認でき，比較的高い気相容積流量比でも微細な気泡を作り出すことができる．このよう

にベンチュリ管式微細気泡生成装置が持つ特徴を生かせれば，容易にマイクロバブルを生成

でき，今後の低環境負荷社会に大きく貢献できると考えられる， 

 

 

(A) (B)

 

図 1.1  流入条件による気泡生成挙動の違い((A) jLth = 0 m/s, jGth = 1.5 m/s, (B) j th = 19.2 m/s)． 

 

 

 

 

図 1.2 ベンチュリ式微細気泡発生装置における生成気泡径[1.12]． 

 



 
 

9 
 

1.2 既存研究 
1.2.1 縮小拡大管内の気相単相流挙動 

ラバルノズルとは超音速流れを得るために使用されるノズルで，ロケットエンジンなどに

用いられている．ベンチュリ管はラバルノズルと同様の形状をしており，同様の流動構造に

遷移すると考えられる．ここでは単相の圧縮性流体での流動構造について説明する[1.14]． 

図 1.3 に示すように，ラバルノズルは，通常のノズルと違い縮小部，のど部，および拡大

部で構成されている．その特殊な形状により，流体を加速させ，超音速流れに遷移させるこ

とができる．図 1.4 にラバルノズル内の流動構造を示す．ノズルを通る流れは，等エントロ

ピー流れと仮定している．タンク A とタンク B は，ラバルノズルを介して接続されており，

タンク A の体積は十分大きく，全圧 p0と全温度 T0は一定である．またタンク B の圧力 pbは，

更に下流にあるバルブを開くと減少すると仮定する．pbを p0より少し下がると，ノズル内に

流れが生じる．局所静圧 pと p0の比 p / p0とマッハ数 M の分布は同図(b)，(c)の曲線 abで表

され，全域で亜音速である．なお，マッハ数 M は次式で定義される． 

 

c

u
M =     (1.3) 

 

ここで，c，u はそれぞれ物体の音速，速度である． 

pbがさらに下がると流量は増加し，同図(b)の点 dで表す圧力 pdに達すると，のど部におい

て流れはマッハ数 M = 1の臨界状態に達し，同図(b)と(c)の曲線 acdで表される．この状態で

の流れは，ノズルの縮小部で加速され，のど部でチョークし，拡大部で減速される． 

更に背圧 pbを pj に等しい状態にすると適正膨張の状態となり，管出口で超音速流れを得る

ことができる．次に超音速に背圧 pbが pdと pj の間にある場合の流れは，等エントロピーと

仮定すると pb = pd，pb = pj の二つの解のみであるため，どこかで等エントロピーではない流

れが生じていることになる．これが生じる原因は，ノズルの拡大部に垂直衝撃波が発生し，

エントロピーの増加が衝撃波を通して起こると考えられている． 

衝撃波の起こる位置は，圧力比 pb / p0によって決定される．垂直衝撃波がノズルの拡大部

の一つの断面で発生していると仮定し，その上流のマッハ数を M1，静圧を p1 とすると，衝

撃波直後の静圧 p2と p0の比は次式のようになる． 
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1

2
1

0

1

1

2

0

2

2

1
1

1

)1(2 −
−








 −+
+
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 (1.4) 

 

式(1.4)の右辺において M1は距離 xの関数であり，p2 / p0と x の模式的関係を図 1.4(b)に一

点鎖線 chで示す．背圧が pdと pj の中間値，点 g における値 pgの場合，衝撃波は，点 g を通

る亜音速エントロピー流れの曲線 fg と，衝撃波直後の状態を表す曲線 ch との交点 f の断面

に立ち，圧力分布は曲線 acefgとなる．背圧 pbが pdから減少 f するにつれ，衝撃波が下流の

方向へ移動し，ノズル出口にまで到達する．この場合，ノズル出口において，圧力は衝撃波

直前の圧力 pj から直後の圧力 phに不連続的に上昇する．背圧を phよりさらに下げても，ノ
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ズル拡大部の流れは超音速であるため，背圧の変化の影響はノズル出口より上流に伝わらず，

出口圧力は pj に保たれる． 

背圧 pbが pj と phの間では，ノズル出口圧力 pj は背圧 pbより小さい．これは，流れがノズ

ル内で背圧より小さい圧力まで膨張することを意味する．これを過膨張という．また，pb＜

pj の場合，流れはノズル内で背圧 pbまで膨張しきれず，ノズル出口圧力 pj は背圧 pbより高く

なり，これを不足膨張という．過膨張や不足膨張の流れは，斜め衝撃波や膨張波を発生させ，

圧力はノズル出口より流れに沿って変動する．以上のラバルノズルの作動状態を以下にまと

める． 

 

(1) pd < pb < p0  全域で亜音速流れ 

(2) pb = pd  スロートで音速状態，他の領域では亜音速流れ 

(3) ph < pb < pd  ノズル拡大部に垂直衝撃波 

(4) pb = ph  ノズル出口に垂直衝撃波 

(5) pj < pb < ph  過膨張 

(6) pb = pj  適正膨張，理想的作動状態 

(7) pb < pj  不足膨張 

 

縮小部縮小部縮小部縮小部 拡大部拡大部拡大部拡大部

のど部のど部のど部のど部

縮小部縮小部縮小部縮小部 拡大部拡大部拡大部拡大部

のど部のど部のど部のど部

縮小部縮小部縮小部縮小部 拡大部拡大部拡大部拡大部

のど部のど部のど部のど部

 

図 1.3 ベンチュリ管(ラバルノズル)概略図． 
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図 1.4 ラバルノズル内流れ[1.14]． 

1.2.2 縮小拡大管内の気液二相流挙動 

 気泡流中では，気体の持つ圧縮性と液体の大きな質量密度のため気体および液体それぞれ

の単相中でに比べ，音速が非常に低下することが知られている[1.15, 1.16, 1.17]．気液二相流

における音速の式として均質流を仮定した以下の式がある． 

 

( ) L
m

np
c

ραα −
=

1
． (1.5) 

 

ρLは液相の質量密度，α はボイド率，n はポリトロープ指数である．図 1.5 は式(1.5)と実験

結果とを比較している既存研究の結果である．横軸はボイド率，縦軸は音速を示しており，

プロットは実験結果，実線は式(1.5)を表しており，大気圧下における等温変化 n = 1を仮定し

たときと，断熱変化 n = κ（空気なら 1.4 [-]）を仮定したときの音速をそれぞれ示している．

実験結果と式を比較すると，両者はボイド率αが約 0.01から 0.7 の非常に広い範囲において

よい一致を示していることがわかる．まず，ボイド率が 0 もしくは 1 に非常に近い条件にお

いて，音速は 100 m/s以上と非常に高い値を示していることが分かる．しかしながらボイド

率が増加するに従い音速は急激に減少し，0.5では約 20 m/sとなる．なお，音速は水単相で

は約 1500 m/s，空気中では約 300 m/sであることから，単相流に比べて気液二相流では音速

は非常に小さいことが分かる．この研究以外にも式(1.5)の妥当性について実験結果と比較検

討した研究は多い．図 1.6 はそれらの実験結果をまとめた図である．グラフ中のプロットは

衝撃波管を用いた実験で得られた各ボイド率に対する衝撃波の伝播速度つまりは音速の結果
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である[1.18, 1.19]．実線は大気圧下における等温変化 n = 1での音速の式である．図 1.5 と同

様に実験結果と式(1.5)がよく一致しており，これらの結果から気相の存在によって大きく音

速の速度が減少することがわかる． 

 

図 1.5  均質流仮定における音速の理論値と実験値との比較[17]．  

0.4

0.3
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G
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]
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Karplus 0 kHz(1958)

Karplus 1 kHz(1958)

 

図 1.6  均質流仮定における音速の理論値と実験値との比較． 

ベンチュリ管における気泡流の流動構造に関しては超音速気泡流やキャビテーション現象

の解明のために実験，数値計算ともに様々な研究が行われてきた．ベンチュリ管における気

泡流の圧縮性に関する最初の研究は Tangren, et al. [1.20]によって行われた．Tangrenらは均質

流モデルによる流動構造の解明や圧力計測を行った．Muir, et al. [1.21]は臨界圧力比や臨界質

量流量比を計測した．また可視化計測により，気泡速度の計測を行い，更に拡大部で圧縮衝

撃波が生じていることを確認した．以上の結果から，気泡流においては見かけの音速が大き

く低下し，単相圧縮性流体のラバルノズル流れと同様な流動構造となっていると推測した．

臨界圧力比の計測は Sandhu, et al. [1.22]によっても行われている．森，中川ら[1.23, 1.24]や
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Thang and Davis [1.25, 1.26]は図 1.7 のようにベンチュリ管内の圧力分布計測および電気プロ

ーブによる気泡速度やボイド率の計測を行った．その結果，拡大部で圧力の急激な増加が起

きていることが確認された． 

 

 

図 1.7  ベンチュリ管内の圧力分布[1.25]． 

一方，数値計算に関しては，過去様々なモデルが提案されてきた．最初のモデルとして，

気液間のスリップなどの気泡挙動の影響を無視した均質流モデルが用いられた．松本ら[1.27]

は均質流モデルを用いてベンチュリ管拡大部で生じるキャビテーションの崩壊位置の予測を

行った．均質流モデルは気泡の圧縮性を加えることは出来ているものの，気液の相互作用は

組み込まれていない．しかしながら，気泡挙動はベンチュリ管における気泡流において重要

な要素となるため，気泡挙動を考慮したモデルの導出が試みられてきた．Wang, et al. [1.28]

は Rayleigh-Plessetの式を組み込んだ準一次元の定常モデルを提案した．このモデルは非常に

流入ボイド率が低い条件でのみ安定な解が得られ，流入ボイド率が大きくなると計算は不安

定となった．Ishii, et al. [1.29]は気相の運動量方程式を導入し，更に支配方程式の数値的安定

性について評価を行った．Preston, et al. [1.30]は非定常モデルで計算を行い，衝撃波が非定常

に振動していることを報告した．Delate, et al. [1.31]は，準一次元のキャビテーション流れの

モデルを構築した．このモデルには気泡間の相互作用を考慮に入れた項や有効粘性項が導入

された．更に近年では，キャビテーションの発生を均質核モデルに加えることで再現し，よ

り実現象を再現できるよう試みがされている[1.32]．また，Wang, et al. [1.33]は併進運動の式

をモデルに組み込み，気液の速度差や相互作用を考慮に入れたモデルを用いて計算を行った．

計算結果を図 1.8 に示す．横軸はのど部を原点とした流れ方向，上図の縦軸は入口圧力で規

格化した圧力，下図の左の縦軸はマッハ数分布，右の縦軸はスリップ比をそれぞれ示してい

る．これらの計算結果により，拡大部で超音速流れとなり，衝撃波前後で超音速流れから亜

音速流れへと遷移していることが確認されている． 
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図 1.8 ベンチュリ管における気泡流モデルを用いた数値計算結果[1.33]． 

既存の実験および数値計算により，ベンチュリ管内気泡流においては単相に比べて音速が

大きく減少し，単相流に比べて非常に低流速であっても超音速流れに遷移し，衝撃波が発生

することが推測されている．しかしながら，これらの既存の研究は実際の気泡挙動との比較

は十分行われておらず，未だ不明な部分が多い．また，既存の研究はあくまでベンチュリ管

における気泡流の流動構造を解明することを目的としたものが多かった．そのため，微細気

泡生成法としての観点から考えると，流動構造と気泡微細化現象との関係や生成する気泡径

に関する研究は不足していおり，ベンチュリ管内における微細気泡生成の物理機構は明らか

にされてはいない．  

 Fujiwaraら[1.12, 1.13]は，ベンチュリ管内に単気泡を流入させた際の気泡挙動の実験を行っ

た．ベンチュリ管拡大部以降気泡は膨張，崩壊により微細気泡が生成する様子を図 1.9 に示

す．可視化計測結果から気泡は喉部より膨張し，ジェットが発生することが確認された．そ

のジェットが気泡下流面に到達し，ジェットによって気泡界面が激しく波打つことで下流に

微細な気泡が生成されることを示唆した．このジェットの発生に関しては清水らによって数

値計算から確認されている． 
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図 1.9 ベンチュリ管における気泡崩壊挙動[1.13]． 

1.2.3 気液界面の諸現象 

気泡の微細化現象において，気液界面で生じる不安定性や界面の崩壊は重要な要素となる．

気泡界面の不安定性に関しては，キャビテーションにおける気泡崩壊現象の解明のために数

多くの実験や解析が過去に行われてきた．図 1.10 に Frost[1.34]によるグリセリンを過熱して

発生させたキャビテーション気泡の崩壊時の観測結果を示す．この観測結果はキャビテーシ

ョン気泡が崩壊し，リバウンドしている際の様子である．これを見ると，キャビテーション

気泡の崩壊時には気泡の界面の不安定性が助長され，微細気泡への分裂が起きていることが

示唆されている．一般に密度差がある界面においては Raykeigh-Taylor不安定性が助長するこ

とが考えられる．そのため，Plessetらや Birkhoff は平面での Rayleigh-Taylor不安定理論を液

滴や気泡表面に適用できるよう，球面座標系における Rayleigh-Taylor不安定理論の構築を行

った[1.35, 1.36, 1.37, 1.38, 1.39] Brennenは前述の不安定理論からキャビテーション気泡が収

縮・崩壊する際に生成・分裂する気泡の径を推算した[1.40]．更に近年では，粘性や崩壊の際

のエネルギー損失を組み込んだ崩壊モデルの構築が試みられている[1.41, 1.42]． 

 

 

図 1.10 キャビテーション気泡の気泡崩壊時の界面不安定性[1.34]． 
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1.2.4 気液二相流における圧力波伝播挙動 

ベンチュリ管式マイクロバブル生成装置はベンチュリ管内で起きる気泡の微細化を利用し

てマイクロバブルを生成する方法である．この気泡の微細化によって，10 µm から 1 mm程

度の直径を持つ微細気泡が生成される．また，気泡の微細化と同時に圧力波が下流に伝播す

ることが示唆されている．このような気泡の収縮崩壊時に発生する圧力波の可視化を Lindau 

and Lauterborn [1.43]は急激な気泡崩壊の可視化観測実験より行っている．図 1.11 はレーザ

ー誘起による気泡の生成と崩壊挙動を撮影した結果である．このとき急激な気泡崩壊ととも

に生じる衝撃波が確認されている．0 nsにおいて衝撃波が発生し，気泡崩壊時に生じるジェ

ットが気泡下面に衝突すると衝撃波が発生する．130 nsでは気泡最下部から 2段目の衝撃波

が発生する様子が確認されている．  

これまでに気液二相流における圧力の伝播挙動について様々な研究が行われてきた．

Campbell and Pitcher [1.44]は質量，運動量，エネルギーの保存則と状態方程式を用いて，気泡

が含まれる液中内の衝撃波の伝播挙動について理論的に考察を行い，その理論と衝撃波管を

用いた実験結果が一致することを示した．van Wijngaarden [1.45]は気泡が含まれる液中を伝播

する音波についてまとめており，気泡運動を考慮した理論的考察を行っている．Kameda and 

Matsumoto [1.46]は不凝縮性ガスの気泡が含まれる液中の衝撃波の伝播挙動について，衝撃波

管を用いた実験と気泡内の熱的挙動と気泡分布の不均一性を考慮した数値解析を行い，実験

結果と数値解析結果が一致することを示した．Ando, et al. [1.47]は弾性変形する管における気

泡が含まれる液中の衝撃波の伝播挙動について，流体と構造体の相互作用を考慮した準一次

元計算結果と，自由落下する鉄の投射物とポリカーボネート製の緩衝材による衝撃によって

発生させた衝撃波の伝播挙動を比較検討し，気相の圧縮性による非線形的効果が衝撃波の伝

播挙動において重要であることを示した．また，図 1.12 のように松熊ら[1.48]はレーザー誘

起気泡生成時に発生する衝撃波を用いて気泡流中の圧力波の伝播過程を計測し，ボイド率の

増加によって，気泡の体積振動に起因する圧力波の振幅が減少することを示した．一方，ベ

ンチュリ管内で起きる気泡の微細化に伴う圧力波の発生ならびにその伝播挙動については，

圧力波によるものと考えられている高輝度領域の伝播挙動の可視化計測やベンチュリ管出口

における圧力計測から，ベンチュリ管下流に伝播する圧力波の存在が示唆されている．しか

しながら，その高輝度領域の伝播挙動が本当に圧力波によるものかを確認した結果はなく，

ベンチュリ管内の圧力波の伝播挙動を直接捉えた結果はない． 
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図 1.11  急激な気泡崩壊時に生じる衝撃波と気泡挙動[1.43]. 

 

 

 

図 1.12  レーザー誘起気泡生成に伴う圧力波[1.48]． 
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1.3 研究目的と論文構成 
 本研究では，ベンチュリ管式微細気泡生成装置の心臓部でもあるベンチュリ管内の気泡挙

動や流動特性を理解し，その微細気泡生成の物理機構を解明することを目的とする．その知

見を踏まえ，ベンチュリ管式微細気泡生成装置の性能ならびに微細気泡生成条件を明らかに

し，具体的な応用先やその有用性について検証する．上記にある目的を達成するため，気液

二相流において重要な物理量であるボイド率の計測技術の開発（本論文第 2章）ならびに流

動中の直径 10 µm以下の微粒子と微細気泡のインライン計測のための集束光を用いた干渉縞

計測技術の開発（本論文第 3章）を行った．これらの計測技術を用いて，ベンチュリ管内の

気泡挙動や流動特性の解明を試みた（本論文第 4章）．さらに，このベンチュリ管内の流動特

性が気泡微細化現象にどのように寄与しているか理解するため，気泡の気液界面の詳細可視

化計測ならびに考察を行った（本論文第 5 章）．加えて，気泡崩壊によって生じると考えられ

ている圧力波伝播挙動についても実験ならびに考察を行った（本論文第 6章）．これらの知見

を踏まえ，ベンチュリ管式微細気泡生成装置の生成気泡径や微細気泡生成条件の把握ならび

に具体的な応用先やその有用性について実験的に検討をした（本論文第 7章）．最後に結言と

して上記研究についてまとめる（本論文第 8章）． 
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第2章 微細気泡を含む分散気泡流の 

              ボイド率計測法 
  

本章では，ベンチュリ管内のボイド率計測を行うために，環状流のボイド率計測や液膜厚

さ計測で用いられている定電流法を分散気泡流や微細気泡を含む流動にも適用できるようボ

イド率換算のアルゴリズムを拡張し，その正確性について実験的に検証した[2.1]． 

 

2.1 研究背景と目的 
2.1.1 ボイド率の定義 

気液二相流の物理において，ボイド率は非常に重要な物理量であり，機器の設計やその流

動特性を理解する上で欠かせないパラメータである．ボイド率とは液中に含まれる気相と液

相の割合を表す物理量である．ボイド率はその定義より，体積ボイド率，断面平均ボイド率，

線ボイド率，局所ボイド率，時間平均ボイド率に分類される． 

体積ボイド率（Volumetric void fraction）は，図 2.1 のように，ある体積中に含まれる気相

の体積割合と定義されており，以下のように表わされる． 

 

LG

G

VV

V

+
≡α ．   (2.1) 

 

α は体積ボイド率， GV は気相の総体積， LV は液相の総体積を表す． 

断面平均ボイド率（Area-average void fraction）は流路等の全断面積に対する気相の総断面

積割合を表し，模式的に表すと図 2.1 のようになる．数式では以下のように示す． 

 

LG

G

SS

S

+
≡α ．   (2.2) 

 

α は断面平均ボイド率， GS は気相の総断面積， LS は液相の総断面積を表す． 

 線ボイド率（Chordal void fraction）は細い放射線ビーム等の全体の距離に対する気相の総

距離を表し，模式的に表すと図 2.2 のようになる．数式では以下のように定義される． 

 

LG

G
L LL

L

+
≡α ．   (2.3) 
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Lα は線ボイド率， GL は気相の総距離， LL は液相の総距離を表す[2.2]． 

 上記二つのボイド率は三次元空間や二次元平面全体のボイド率を表している．しかし，配

管等を流れる流体では，ポアズイユ流れのように，物理量が流路断面で一定であることはな

く，連続的に変化している．このことはボイド率にも当てはまり，流路断面においてボイド

率が一定ではない[2.3]．このような流路断面における各座標のボイド率を局所ボイド率

（Local void fraction）と定義している．流路をデカルト座標で表し，流路断面を x，y座標，

流れ方向を z座標とするならば，局所ボイド率α ′は， 
 

( )zyx ,,αα =′ ．   (2.4) 

 

と表せる． 

一般的に定常と言われる流動であっても，気泡の位置が常に一定であることはなく，厳密

に言えば，瞬時のボイド率は刻一刻と変化する．そのため，流動におけるボイド率の指標の

ひとつとして，計測時間で時間平均したボイド率が挙げられる．これを時間平均ボイド率

（Time-average void fraction）と言い，上記三つの各ボイド率における時間平均をとったボイ

ド率を表す．体積ボイド率の時間平均ボイド率ならば以下の式のように表せる． 

 

( )∫≡
T

dtt
T 0

1 αα ．  (2.5) 

 

α は時間平均体積ボイド率， t は時間，T は計測時間を表す．T 秒間におけるボイド率の計

測回数が N 回とするならば，次のようにも表せる． 

 

∑
=

=
N

n
nN 0

1 αα ．   (2.6) 

 

本研究における時間平均ボイド率は式(2.6)の定義式を使用する． 
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液相の総断面積：

気相の総断面積：

Flow

Flow
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Liquid
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G

V
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液相の総体積：

気相の総体積：

 

図 2.1 体積ボイド率と断面平均ボイド率． 

GL

液相の総距離：

気相の総距離：

LL

Gas LiquidGas Liquid

 

図 2.2 線ボイド率． 

2.1.2 ボイド率計測手法 
気液二相流の物理において，ボイド率は，運動方程式に含まれる重要な物理量のひとつで

あり，工業機器の流動特性を理解する上で不可欠なパラメータである．特に原子炉工学にお

いては，炉心内のボイド率が軽水炉の出力に直接影響を及ぼすので，様々なボイド率計測法

が開発，研究されてきた．以下に代表的なボイド率計測法がについて述べる． 

 

・ 締切法（遮断法） 

締切法は，垂直管内に挿入された複数のバルブを同時に閉じることで，気液二相流を閉じ

込める手法である．流体を閉じ込め，気液が完全に分離したのちに液位を計測することで，

閉じ込めた空間の体積ボイド率を求める．また液位を求める手法とは別に，閉じ込めた空間

内の液体を取りだし，質量を量ることでボイド率を得ることもできる．締切法で得られるボ

イド率は，測定原理上，瞬時の体積ボイド率となっている．他の計測法よりも，計測原理が

単純であり，直接的に気相と液相の体積割合を計測していることから，対象としうる流動様

式が多様，液相や気相の物理的性質の影響が少ないため使用流体への依存性が低い，低コス

トという特徴を有する．その一方で，流路を締め切るため，流れを止める，もしくは迂回さ

せる必要があり，ボイド率のオンライン計測は不可能である．また，その空間内の瞬時の体
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積ボイド率を計測しているため，ボイド率が定常ではない流動に対して精度の良い測定値を

得るには，多数回の計測が必要とされる[2.4]． 

 

・ 触針法 

触針法では相検出プローブが用いられ，局所ボイド率を計測する．気相‐液相における ON

‐OFF 信号を検出し，ON‐OFF 信号の時間を解析することで，気泡速度，気泡径やボイド

率を計測する[2.5]．相検出手段としては，気液の電気抵抗の違いを利用した点電極法，気液

の屈折率の違いを利用した光ファイバ法がある．点電極法は電気抵抗の違いを利用している

ことから電気式計測法にも含まれると考えてよいだろう．触針法の利点は局所ボイド率が得

られる点である．しかし，プローブを流動内に挿入する以上，流動を乱すことは回避できな

い． 

 

・ 画像処理法 

画像処理法としてステレオ画像解析法がある．気泡流内域の気泡の三次元位置，形状をス

テレオカメラ撮影によって再構築することで，ボイド率や界面面積濃度（気液の界面面積／

全体積），ザウター平均径などの情報がまとめて得られる[2.6]．しかし，画像の再構築に時間

を要するためオンライン計測は難しい． 

・放射線（X 線，γ線，中性子等）を用いたスキャン法 

気液の質量密度や質量減衰係数の違いを利用してボイド率計測が行われる．特徴として，

プローブなどの挿入によって流動が乱されることがなく，非接触で計測が可能である点，管

群などのように流路構造が複雑でも，単管と全く同じ手法で固体構造物の近傍の界面情報を

取り出すことが可能である点，非接触であるため高温高圧の気液二相流計測にも適用できる

点[2.7]などが挙げられる．また CTスキャンを行えば，流路断面のボイド率分布が得られる．

線種ごとに特徴を挙げると，X 線の場合，遮蔽や取り扱いが比較的容易なので，線量を高く

することができ，応答時間を上げられる[2.8]．中性子の場合，カドミウムやガドリニウムな

ど熱中性子吸収の極めて大きい特別な金属を除き，金属は透過しやすく，配管等の影響が少

ない[2.9, 2.10, 2.11]．また，それ以外の放射線としてγ線によるボイド率計測[2.12, 2.13, 2.14]
やΜΡΙを用いたボイド率計測が行われている[2.15]． 

しかし，放射線を用いたスキャン法では，高速 X 線 CTスキャナ[2.16, 2.17, 2.18, 2.19]でも

数百µs の時間分解能であり，空間分解能は数百µm 程度となっている．また，比較的大規模

な設備が必要である上，CT再構成像を得るために時間を必要とする． 

 

・差圧式ボイド率計測 

垂直管内を気液二相流が流れるとき，気相と液相の密度が異なれば，気相量によって計測

領域の質量は変化する．つまり，その領域のボイド率によって，上流側と下流側で重力水頭

による圧力差が生じる．この差圧を計測することでボイド率が得られる．差圧を∆p，圧力損

失による差圧を∆pf，水の質量密度をρL，重力加速度 g，上流と下流の計測点の距離を h とす

ると， 

 

gh

pp

L

f

ρ
α

∆−∆
−= 1    (2.7) 
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と表せる．しかし，流動を伴う場合には圧力損失による差圧∆pf を考慮しなくてはならない． 

 

2.1.3 電気式ボイド率計測法 

電気式ボイド率計測法は，電極間の気相と液相の導電率や誘電率の違いを利用することで，

二相流の電気式計測を計測し，ボイド率を得る手法である．特徴として，リアルタイム計測

が可能である点，電極部を工夫することにより，広範な条件（低圧‐高圧，低温‐高温，水

または他の流体）に対応できる点，流路形状に問わず計測が可能である点が挙げられる[2.11]．

また，放射線を用いたボイド率計測よりも取扱いが容易であり，実験室レベルでも比較的構

築しやすい．電気式計測法は，計測間の電気抵抗もしくは静電容量を計測するので，流体に

電流電圧を印加していれば，流れを止める必要がなく，インライン計測が可能である．欠点

としては，液相に電流を流すため，液相の導電率や誘電率の影響を直接受ける．特に導電率

や誘電率は温度依存性があるため，作動流体の温度に気を配る必要性がある．また，導電性

の配管を用いる場合は電流が破流体に流れず配管を伝っていくので注意が必要である． 

電気式計測法は気液の導電率の違いを利用したコンダクタンス法と誘電率の違いを利用

したキャパシタンス法，またその両方を利用したインピーダンス法に大きく分かれる．コン

ダクタンス法は作動流体の電気抵抗を計測するため，電源として直流電源もしくは低周波の

交流電源が使用される．コンダクタンス法はキャパシタンス法とは異なり，印加電圧の周波

数を考慮しないため，比較的容易に計測が行える．しかし，通電性の高い流体でなければ，

使用できず，導電率の低い純水や超純水，気相による絶縁状態が生じるような高ボイド率で

は用いることは出来ない．一方，キャパシタンス法やキャパシタンス法は kHz から MHz 以

上の高周波の交流電源が使用される．高周波における計測を行うため，計測装置等も高周波

に対応した装置でなければならないが，コンダクタンス法では計測不可能とされる，低導電

率の純水や超純水，高ボイド率での計測や蒸気が伴う流動において使用可能となっている

[2.20]．また，キャパシタンス法では 0から 0.9までのボイド率計測が可能であることが確認

されている[2.21, 2.22, 2.23, 2.24, 2.25]． 

これらの手法は，使用する電源が定電圧もしくは定電流によってさらに細分化される．定

電圧電源を使用する場合は，一定の電圧値（交流電源であれば一定の電圧の実効値）を気液

二相流に印加し，その気液二相流に流れる電流（交流電源であれば一定の電流の実効値や位

相差等）の変化を読み取ることで，気液二相流のボイド率を得る．定電圧電源は定電流電源

に比べ，比較的安価で容易に手に入る．しかし，定電圧式では，流体に印加するための印加

電極と流体の電気式計測を計測するための計測電極が同一の電極となるため，印加電極周り

の電場の歪みの影響を受ける可能性がある．定電流式では定電流電源より一定の電流値（交

流電源であれば，一定の電流の実効値）を気液二相流に印加し，気液二相流に印加されてい

る電圧（交流電源であれば，一定の電圧の実効値や位相差等）を計測することで計測間にあ

る気液二相流のボイド率を取得する．定電流電源の場合，印加電極と計測電極を同一にする

必要はないため，印加電極周りの電場の歪みの影響を軽減することができる． 

作動流体と接する電極についても様々な研究がなされてきた．主に利用されてきた電極形

状について図 2.3 から図 2.6 に示す．図 2.3 は平板電極を設置し，その間にある作動流体

の電気式計測を計測する手法である[2.26, 2.27]．図 2.4 はリング状の電極となっており，リ

ング電極の形状や断面積を配管とそろえることで，流動への阻害を大きく軽減している[2.28, 

2.29, 2.30]．図 2.5 は一対の電極を配管周りの電極とその配管断面中心を通る線電極で構成



 
 

24 
 

している．この特徴は配管自身を一方の電極として扱うことができるので，電極以外の流路

壁に絶縁材を使用する必要がない[2.31, 2.32, 2.33]．図 2.6 は，電極ワイヤを流路断面に張り

巡らせ，それらの交点における電気計測からボイド率を計測する手法となっており，ワイヤ

メッシュセンサと呼ばれる[2.34, 2.35]．ワイヤメッシュセンサは流路断面上に無数存在する

交点間の電気計測を行っていることから，流路断面のボイド率分布計測が可能となる．また，

そのデータより気泡径分布や気泡速度分布の算出ができる[2.36, 2.37, 2.38]．しかし，電極を

流路内へ挿入する手法であるため，流れ場への影響が無視できず，センサを通過する気泡に

対して，気泡の分裂や速度等に影響をもたらす．また，図 2.7 のように電極を複数設けて，

その電場分布により流路内の気泡分布を 3次元的に計測する手法（トモグラフィ）も考えら

れている[2.39, 2.40, 2.41, 2.42]． 

このように電気式計測法として様々な研究が行われてきた．しかし，既存の研究では気泡

径の影響について着目した研究は少なく，特に直径数百µm 程度の微細気泡のボイド率計測

法は確立していない． 

Flow

ElectrodeElectrode

 

図 2.3 平板電極． 

ElectrodeElectrode

Flow

 

図 2.4 リング電極図． 
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ElectrodeElectrode

Flow

Flow  

図 2.5 線電極． 

 

図 2.6 ワイヤメッシュセンサ[2.35]． 

 

図 2.7 複数電極によるトモグラフィ [2.40, 2.41, 2.42]． 
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2.1.4 定電流法 
本研究で用いる電気式ボイド率計測装置は気相と液相の導電率の違いを利用したコンダク

タンス法で計測を行う．作動流体が空気と水なら，導電率はオーダーで異なる．そのため空

気の量によって計測間の電気抵抗値が変化する．電圧と電流が分かれば，その間の抵抗値が

わかり，空気の割合，つまりボイド率を見積もることができる． 

コンダクタンス法のひとつとして，定電流法[2.43, 2.44]が挙げられる．定電流法は液膜厚

さ計測や環状流におけるボイド率計測で用いられてきた．定電流法には以下の特徴がある． 

(A) 電源として定電流電源が使われる． 

(B) 電流が供給される印加電極と時間変動するボイド率を感知する計測電極が分離している． 

(C) 計測電極は高い電気抵抗を有する抵抗体と接続し，その抵抗体の電圧を計測する． 

これらの特徴により，他のコンダクタンス法と比較して以下の利点がある． 

(a) 定電圧電源を用いた場合，高ボイド率時において，出力される電流が小さくなり，計測

精度が落ちる．一方，定電流電源を用いると，ボイド率が高くなるにつれ，出力が上が

るので，精度が向上する． 

(b) 印加電極と計測電極が分離しているので，図 2.8 上図ではなく，下図のように計測電極

間において電流密度分布が管断面で一様であり，ボイドの断面方向位置の影響を低減す

る．また，高い電気抵抗体と計測電極を接続することで，計測電極へ流れる電流を減ら

し，計測電極周りの電流密度分布への影響を減らすことができる． 

(c) 定電圧電源を用いた場合，測定したい対象体積に対して計測電極間の距離が近すぎると，

計測間の電気抵抗が小さくなる可能性があるので，出力が飽和する可能性がある．一方，

定電流電源を用いると，計測間距離が短い，局所計測を行う場合であっても，出力が飽

和せずに計測できる． 

本研究で研究対象となる流動は分散気泡流であり，気泡が三次元的に分布していることか

ら管断面で電流密度が一定であることは非常に重要である．そのため，印加電極と計測電極

を分離できる定電流法は分散気泡流の計測に適していると判断し，分散気泡流の計測手法と

して採用した． 

また，本実験では，流路と同じ内径を持つリング電極を絶縁体であるアクリルパイプ間に

組み込むことで，ボイド率計測を行った．同径のリング電極を用いることで，電極による流

動への影響を抑えることができる．流動方向に対し，一番外側の二つの電極に定電流電源よ

り一定の電流を流す．電流はパイプ内を流れ，その中間の 2つの電極間を電圧降下法で計測

する．気相と液相で電気抵抗率は大きく異なるので，計測電極間に気泡がないときの電位差

は，気泡がある場合の電位差とは異なる．この電位差の変化を計測することで，体積ボイド

率を見積もる． 
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図 2.8 定電圧計測と定電流計測における電流密度分布の違い 

（上：定電圧計測，下：定電流計測）[2.43, 2.44]． 

 

2.1.5 研究目的 
気液二相流におけるボイド率計測において，微細気泡を対象とした研究が少ないこと，微

細気泡の産業的重要度が高まっていることから，本研究では直径数百µm 程度の微細気泡を

含む分散気泡流の高速インライン計測法の確立を目的とする．高速インライン計測を行うた

め，電気式計測法を採用し，電気式計測法の中でも液膜厚さ計測や環状流のボイド率計測法

として，研究されてきた定電流法を用いる．しかし，定電流法は，その測定原理上，液膜や

環状流で用いられてきており[2.45, 2.46, 2.47, 2.48, 2.49]，分散気泡流で用いられてきた例は少

ない．そこで，定電流法の適用範囲を分散気泡流まで拡張するために，得られた電気信号か

らボイド率への換算法を従来の換算法とは別の方法を提案した[2.50, 2.51]．そして，その有

効性や適用範囲について実験的な検証を行った．また高速連続計測を行うことにより，各流

動様式におけるボイド率の時間変動の計測を試みた．  

2.2 単一気泡のボイド率計測 
2.2.1 単一気泡における電圧計測 

 この節では，単一気泡が計測電極間にあるときの電圧計測を行い，可視化計測と比較する

ことで気泡の挙動が電圧計測にどのような影響を与えるかについて考察する．これは，計測

電極間で電場が一様になっているかを確認するためでもあり，また気泡の挙動が電場にどの

ような影響を与えるか，そして電圧計測にどのような影響を与えるかについて議論するため

に実施した． 

図 2.9 は 1.0 ccの気泡が自然浮上し，計測電極間に流入してきたときの電圧比の時間変化

と各時刻の計測電極間の可視化計測結果を示している．電圧計測と可視化計測は同期してい

る．電圧比は気泡が計測電極進入前である 0.0 sから 0.1 sまでの平均電圧値で規格化してい

る．可視化計測結果の上端下端の黒い部分が電極となっている．球状に浮上しているものが

気泡である．図 2.9 を見ると，気泡が電極間内部に全て入った時刻 0.7 sには既に気泡はピ

ーク電圧に達していることが確認できる．そこから気泡は上昇し，もう一対の計測電極に達

するまでの間，計測された電圧比に上昇距離との相関性は見られないものの，激しく振動し

ていることが確認できる．気泡が計測電極間に流入する前には，そのような電圧の振動が確

認されていないことから，電気的なノイズであるとは考えにくい．そのため，この振動は気
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泡が計測領域に流入したことによって起きた現象と考えられる．浮上する気泡の可視化計測

結果を見てみると，気泡下部において，気液界面の揺らぎを確認した．その他，この振動を

もたらす原因が特に考えられないことから，この揺らぎが気泡の電圧比計測に影響を与えて

いることが有力である．電圧比の変動はおよそ最大で 1.11 から 1.13 まで変動しており，

Maxwell の理論でボイド率に換算したところ，0.068から 0.08までの変動していることが分

かった．しかし，自然浮上している気泡自身の体積がこのように大きく変動するとは考えに

くい．実際の気相体積は変動しておらず，電気式ボイド率計測法における計測誤差といえる．

このように気泡の体積とは無関係に電圧比が変動していることから，電圧計測に直接影響を

与えるのは気泡の体積ではなく，気泡の水平方向の断面積，もしくは表面積が影響を与えて

いることが示唆された．このことから，気泡形状が変形する気泡のボイド率計測を行う際は，

ボイド率にして 0.01程度の誤差があることに注意しなければならない．加えて，図 2.18 の

結果では，電圧比と上昇距離に相関が見られなかった．このことから電圧計測において，鉛

直方向（気泡上昇方向）に対する気泡位置の影響は非常に小さいと考えられる． 

 図 2.10 に 0.5 ccの気泡を注入したときの結果を示す． 1.0 ccのときと同じように気泡が

計測電極間に進入すると，電圧比の振幅が大きくなることを確認できる．このときの振幅を

Maxwellの理論でボイド率に換算すると，最大で 0.029から 0.035程度の変動となる．しかし，

1.0 ccのときと比べ，その振幅数は少ない．この振幅について議論するために，可視化計測

と比較したところ，気泡が扁平型になっているとき（0.4 s，0.7 s）は，振幅の頂点になって

おり，気泡が球形のとき（0.5 s，0.8 s）は底点になることが確認された．このことから，電

気式ボイド率計測において，気泡形状の影響があることが示唆された．しかし，扁平になる

ことで電圧が増大，もしくは球状で減少する理由に関しては未だ十分に明らかにされていな

い．考えられる原因として，10 ccの結果でも述べたが，気泡の電気式ボイド率計測は気泡体

積に依存するのでなく，気泡の断面積もしくは表面積に依存する可能性がある．また，計測

間断面方向において電場が一様ではなく，断面中心で電場が小さく，外側ほど電場が大きい

ため，気泡の形状によって電圧の変動が起きたと考えられる．また，気泡の形状変化による

とされる電圧の振幅とは別に，帯状の振幅が確認できるが，これは気泡が計測電極間に流入

する前から計測されていることから，電気的なノイズであると考えられる． 

図 2.11 は 0.1 ccの気泡を注入した結果である．帯状に振動しているのは，気泡が計測区

間に流入する以前より，計測されていることから電気的ノイズによるものと考えられる．し

かし気泡が流入すると，その帯状の振幅とは別に，0.1 s程度の周期を持った振動が確認でき

る．この原因を探るため，可視化計測結果と比較を行なったところ，気泡が壁面にぶつかり

ながら，ジグザグに上昇していることが確認された．可視化計測結果と電圧計測結果を比較

すると，壁面近くに気泡があるとき（0.15 s，0.35 s，0.55 s）は電圧が高くなっており，気泡

が中心にあるとき（0.40 s）は電圧が小さくなる．この結果より，気液二相流の電圧計測では，

気泡の上昇速度に対して垂直方向（流路断面方向）の気泡位置に影響を受けることが示唆さ

れた．先の結果で示した，気泡形状の影響も断面方向に変形していたために電圧比の振動が

起きたと考えられる．この 0.1 ccにおける電圧比の変動を Maxwell の理論を用いて，ボイド

率に換算すると，ボイド率 0.0026から 0.0046までの振幅となる．一方，帯状の電気的ノイズ

と考えられている振幅は，0.001程度のボイド率変動となることが確認された． 
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図 2.9 単一気泡の電圧比変動と各時刻の可視化計測結果（注入量 1.0 cc）． 
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図 2.10 単一気泡の電圧比変動と各時刻の可視化計測結果（注入量 0.5 cc）． 
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図 2.11 単一気泡の電圧比変動と各時刻の可視化計測結果（注入量 0.1 cc）． 

 

2.3 分散気泡流のボイド率計測 
2.3.1 分散気泡流の流動構造 

図 2.12 に液相流量 20 L/minにおける，気液流量比に対する計測電極間の可視化計測結果

を示す．気液流量比 0.085までは気泡流が確認され，0.105から大気泡と小気泡群を有するフ

ロス流に変化し始めていることが確認できる．さらに気液流量比を大きくすると，より大き

な大気泡と小気泡群が確認された．このように流量比を大きくすることで，気泡流からフロ

ス流に変化し，そのフロス流においても流量比の増加とともに大気泡が成長していく様子が

見られた． 

図 2.13 は，鉛直気液二相流における流動様式線図に，本実験結果を重ねた図となってい

る．図中，丸のプロットは気泡流，三角のプロットはフロス流を，可視化計測結果より確認

した結果を表しており，流動様式線図の移行領域より気泡流からフロス流に変動しているこ

とから，本実験体系はこの流動様式線図に沿っていると考えられる． 
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図 2.12 液相の見かけ速度 1.66 m/sにおける計測電極間の可視化計測結果． 
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図 2.13 流動様式線図（世古口，1973[2.53]）． 

 

2.3.2 分散気泡流におけるボイド率換算式の検討 

分散気泡流におけるボイド率換算法の有効性を確認するために，各気相容積流量比に対して，

電気式ボイド率計測を実施した．気相容積流量比は，β = 0[-]から 0.50 [-]まで行った．液相の見か

け速度は jL = 1.66 m/s（液相流量 QL = 20 L/min），とし，定電流法による電圧比計測ならびに急速

遮断法によるボイド率計測を行った． 

図 2.14は液相の見かけ速度 jL = 1.66 m/sにおける急速遮断法によって得られたボイド率と定

電流法で得られた電圧比との相関図ならびに各ボイド率換算式との比較である．電圧比とボイド

率には相関が見られ，ボイド率の増加とともに電圧比の増加が確認できる．また，実験結果と各

ボイド率換算式を比較すると，既存の換算式は大きく過小評価することが示された．Maxwell の

理論式はボイド率 0.2 [-]以下において過小評価するもの，0.25 [-]以上ではよく一致している．一

方，線形近似式を求めると，係数 C = 2.1355 [-]において非常に実験結果とよく一致しており，分

散気泡流の電圧比とボイド率の相関が線形性を持つが示された．このときの相関係数は R2 = 

0.9938 [-]であった． 
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図 2.14 急速遮断法によって得られたボイド率と定電流法で得られた電圧比との相関図ならび

に各ボイド率換算法との比較（液相の見かけ速度 1.66 m/s）． 

 

2.4 微細気泡を含む気泡流のボイド率計測 
2.4.1 微細気泡を含む分散気泡流の流動構造 

ボイド率計測に関する研究において，気泡径に着目した研究は少なく，直径数百µm 程度

のマイクロバブルと呼ばれる微細気泡のボイド率計測が行われた例は少ない．そこで本研究

では微細気泡のボイド率計測法の確立を目的として，ベンチュリ管式微細気泡発生装置によ

って発生した微細気泡のボイド率計測を試みた． 

ベンチュリ管式微細気泡発生装置の性能を確認するために，ベンチュリ管の下流に設けた

可視化計測部において気泡径計測を行った．液相流量30 L/minにおける気液流量比0.003 [-]，

0.015 [-]，0.055 [-]，0.125 [-]，0.20 [-]での可視化計測結果を図 2.15に示す．この結果を見る

と，気液流量比が大きくなるほど，気泡径がおおきくなるものの，マイクロバブルと呼ばれ

る気泡直径数百µmから1 mm程度の微細気泡が確認できる． 

ベンチュリ管による気泡微細化の性能を確認するため，図 2.16に気泡径分布を示す．横軸

は気泡径を表し，縦軸はその気泡径の気泡の存在割合を表す．点線のプロットがニードル型

気相注入部より流入した気相の気泡径分布，実線のプロットはベンチュリ管を用いたときの

気泡径分布を示す．気泡径計測はランダムに選択した画像の気泡の水平方向の長さを求めて

おり，ピクセル数を数えることでその長さを得た．このときの1 pixelの長さは0.07 mmになっ

ている．計測した総気泡数は各実験条件に対し，300個程度用いた．気泡径分布より，ベンチ

ュリ管を通した気泡径分布の方が，同程度のボイド率でも，より気泡が微細化していること

が確認できる．特に気泡径200 µmから900 µm程度の微細気泡の割合が増加していることが確

認できる．このようにベンチュリ管を用いることで，同ボイド率においても気泡の微細化が

可能となる． 
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図 2.15 液相の見かけ速度 2.49 L/minにおける計測電極間の可視化計測結果． 
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図 2.16 気泡径分布． 
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2.4.2 微細気泡を含む分散気泡流におけるボイド率換算式の検討 

微細気泡を含む分散気泡流におけるボイド率換算法の有効性を確認するために，各気相容積流

量比に対して，電気式ボイド率計測を実施した．気相容積流量比は，β = 0[-]から 0.16 [-]まで行っ

た．液相の見かけ速度は jL = 2.49 m/s（液相流量 QL = 30 L/min）とし，定電流法による電圧比計

測ならびに急速遮断法によるボイド率計測を行った． 

図 2.17は液相の見かけ速度 jL = 2.49 m/sにおける急速遮断法によって得られたボイド率と定

電流法で得られた電圧比との相関図ならびに各ボイド率換算式との比較である．この流動条件に

おいても，分散気泡流の計測と同様にボイド率の増加とともに電圧比も増加する．また，実験結

果と各ボイド率換算式を比較すると，既存の換算式はやはり大きく過小評価する．対して，

Maxwell の理論式はボイド率が高くなるにつれて過大評価となった．線形近似式を求めると，係

数 C = 1.5248 [-]において非常に実験結果とよく一致している．このことから微細気泡を含む分散

気泡流の電圧比とボイド率との相関は線形性を持つ．このときの相関係数は R2 = 0.9928 [-]であっ

た． 
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図 2.17 急速遮断法によって得られたボイド率と定電流法で得られた電圧比との相関図ならび

に各ボイド率換算法との比較（液相の見かけ速度 2.49 m/s）． 
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第3章 集束光を用いた干渉縞による 

           微粒子微細気泡計測法 
 

 本章では CCD カメラでは捉えることが難しい微粒子や微細気泡の計測技術として集束光

を用いた干渉縞による計測技術の開発を行った．またその計測技術の有効性について実験的

に検証した[3.1, 3.2]． 

 

3.1 研究背景と目的 
3.1.1 研究背景 
 粒径サイズがマイクロオーダーからナノオーダーの微粒子の粒度分布の管理は純水や薬液

等の清浄度の確認，食品や医薬品の品質管理，大気や水質汚染等の環境モニタリングにおい

て欠かすことができない．特に産業製品の微細化，短時間化，低コスト化が進んでいること

から，生産ライン上での微粒子計測が求められている．また，1990年代以降ではマイクロバ

ブルが水質浄化等の環境改善技術やドラッグデリバリーシステム等の医療技術への応用もさ

れ始め，微粒子の管理に加えて，微細気泡の管理も必要性が出てきた．このように産業製品

の微細化に合わせて微粒子や微細気泡の計測技術はなくてはならないものとなっており，計

測目的に応じて様々な微粒子計測法が表 3.1[3.3]のように考えられている． 

 

表 3.1 表粒径分布計測法の概要[3.3]． 

 

主な計測手法の特徴については以下の通りである． 
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・液相沈降法 (遠心沈降透過法，X 線透過法，遠心沈降重量法) 

 流体中を沈降する粒子の速度は粒子の大きさに依存する．すなわち，大きい粒子ほど早く

沈降するので，懸濁液の粒子濃度は粒径分布に依存して時間的，空間的に変化する[3.4]．し

たがって，ある位置における粒子濃度の経時変化を観測すれば，粒径分布の情報が得られる．

濃度の観測手段により，光透過法，X 線透過法，重量法などに分類される． 

  

・パルス磁場勾配核磁気共鳴法 (PFG-NMR 法)  

 パルス磁場勾配核磁気共鳴法 (PFG-NMR) [3.5]では通常のNMR測定における静磁場方向

にパルス磁場勾配 (PFG)を印加することで物質の拡散移動距離，すなわち核スピンの位置に

関する情報を取り出すことができる． 

  

・動的光散乱法 (DLS) 

 動的光散乱法 (DLS) [3.6]では，溶液中に分散しているナノ粒子にレーザー光を照射し，互

いに干渉しあう散乱光を光子検出器で観測する．このとき粒子の位置はブラウン運動により

変化するため，散乱光の干渉による強度分布も揺らぐ．そこで，ピンホールや光ファイバー

系の光学系をもちいることによって，このブラウン運動の様子を散乱光強度の揺らぎとして

観測する．観測される散乱光の時間的な揺らぎの変動は粒子の大きさによって変化するため，

この散乱強度の揺らぎをある時間内における散乱強度の変化を観測し，光子相関法により自

己相関関数を求め，拡散係数を算出することができる．  

DLS は装置の使用方法が非常に簡便である液中粒径計測汎用装置として現在大量に販売

されており，液中粒子の品質管理などの観点から需要性は高く，ナノ粒子における液中粒径・

粒径分布計測装置として最も汎用的な装置といえる．しかしながら，粒子のダイナミクスか

ら粒径算出しているため，対流や粒子沈降している系において原理上粒径計測を行うことは

できない． 

 

・レーザー回折散乱法 

 レーザー回折散乱法は，粒子分散液中の平行レーザー光束中での光回折・散乱現象を観測・

解析する方法である[3.4, 3.7, 3.8]．液中分散の粒子により回折した光をレンズで集光するとレ

ンズの焦点面に回折パターンが観察できる．このときの光の回折角度は粒径の小さいものほ

ど大きく，粒径の大きいものほど小さい．このためにレンズ焦点面での光強度分布はさまざ

まな大きさの粒子からの回折光が混ざり合った結果となり，粒子サイズが小さくなるにつれ

て角度に対する回折パターンの変化が小さくなっていくことを利用して回折光強度分布から

Fraunhofer の回折理論を用いることにより粒径分布，平均粒径を算出する．また，散乱光

も Mie 散乱理論に基づき同様に粒径に依存した各角度における散乱強度パターンを示す．こ

のため，観測される光強度パターンは粒子による回折光と散乱光の混合したパターンとして

観測され，角度依存の光強度パターンを解析することにより，平均粒子径だけでなく粒子径

分布を同時に得ることが可能である． 

レーザー回折散乱法は光の回折現象と Mie の散乱現象の双方を利用して粒径を求めるた

め，他の液中粒径計測装置と比較して極めて広い粒径範囲での測定が可能であるという長所

を持つ．また湿式・乾式測定を同一装置で可能である点で優れている．さらに測定原理上，

DLS と異なり粒子のダイナミクスを粒径算出に使用していないため，攪拌しながらでも粒子

径計測を行うことができる利点を持つ．一方で，DLS と同様に粒径分布は数学的解析法を用
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いて算出しているため，測定結果が解析装置に大きく依存する．また解析には測定粒子自身

の屈折率を必要とし，サブミクロン領域では Mie の散乱の角度依存性がなくなるため測定精

度が落ちるという欠点がある．このようなレーザー光の波長の半分以下の粒径サイズの試料

については Rayleigh 散乱が主体となり，後節の静的光散乱法による粒径計測方法に基づい

た測定が必要となる． 

 

・静的光散乱法 (SLS) 

粒子にレーザー光が当たると粒子における遷移的な振動双極子が誘起され入射した入射光の

振動数に等しく光を周りに放射する．このとき照射されたレーザー光が粒子の粒径よりも小

さければ弾性散乱 (Rayleigh 散乱)として観測され，これを解析することで平均粒径を算出

する方法が SLS である[3.9]．  

 SLS はレーザー回折散乱法と同様に粒子のダイナミクスを粒径算出に使用していないた

め，流動場における粒径計測に向いており，インライン計測装置として汎用化されている．

また散乱プロファイルを解析することにより粒子形状に関する情報を引き出すことができる

利点を持つ．一方で計測粒径サイズのダイナミックレンジが狭いという欠点がある．すなわ

ち粒径の小さな粒子は散乱角度依存性が失われるため粒径計測は困難となり，逆に半径が

500 nm を超えてくるような粒径計測も困難である． 

  

・遮光法 

 粒子に遮られた光量を検知して粒子の大きさを測定する方法で，基本的には光の直進性を

利用するものである[3.4]．この方法では，単に投影像のような幾何学的な大きさをもって粒

子の大きさとするものであり，測定に際しては粒子の密度や屈折率などの物性地を必要とし

ない．したがって，まったく未知なるサンプルや混合サンプルでも手軽に測定することがで

きる一方で微細な粒子への適用は難しい．しかしながら，1990年代ごろから透過光の減衰量

や粒子の影から粒径を求める手法も提案されており，微細な計測ができるようになってきて

いる[3.10, 3.11]． 

  

・電気的検知法 

 電解質溶液などの電気伝導性のある液中に粒子を懸濁させて，その体積と個数を電気的に

検知する方法が電気的検知法である[3.4]．粒子の体積を電気的に検知する方法には，電解質

溶液中に微孔を介して形成された電気回路を粒子が横切るときに生ずる電気抵抗の変動を検

出する方法と，電極間の静電容量の変動を検出する方法がある．現在，測定装置として実用

化されているもののほとんどが前者の方法であるので，電気抵抗法とも言われている． 

 

・トラッキング法 (追尾法) 

 トラッキング法とは気泡に水平照射したレーザー光の側方散乱光を動画として撮影し，動

画上で認識された散乱光をトラッキングすることにより，ブラウン運動速度から気泡径と個

数を同時に解析する手法である[3.12]．トラッキング法を用いることで，レーザー回折散乱法

や電気抵抗法に比べて，より小さい気泡径の計測行える．しかしながら，画像による計測で

あるため，リアルタイム計測には向かないという欠点がある． 

 

・直接撮影 
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CCDカメラやハイスピードビデオカメラを使った可視化計測が用いられる．バックライト

を照射することによって粒子や気泡の影を計測する方法や，フロントライトを当てて反射光

を見る方法もある．また，二台のカメラもしくはミラーを用いて気泡を三次元的に計測する

手法もある[3.13]．微粒子は微細気泡のような微小な計測にも可視化計測が用いられており，

顕微鏡や対物レンズを装着させた CCD カメラやハイスピードビデオカメラによる計測が行

われている．しかしながら，顕微鏡は主にサンプリングした被写体を可視化するものであり，

ミリスケールの流路配管内の計測にそのまま適用することは容易ではない．一方，対物レン

ズを装着させた CCD カメラやハイスピードビデオカメラを用いることでミリスケールの流

路配管の可視化計測を行うことはできるものの，直径 10 µm以下の微粒子や微細気泡を捉え

ることは難しい． 

 

・位相ドップラ法 

位相ドップラ法はレーザードップラ流速計を応用したものであり，レーザービームを交差

させ干渉縞を形成し，そこ通る気泡ならびに液滴による位相のずれから粒径を求めることが

できる[3.14 3.15]．噴霧された液滴の計測に用いられている．近年では，計測対象として 10 µm

以下の粒径計測も可能になってきているもののナノスケールの計測は困難である．  

 

3.1.2 集束光を用いた干渉縞計測 
 上記に示したように粒径計測法には様々な手法がある．しかしながら，マイクロ・ナノス

ケールの粒子と気泡の計測が可能で，かつサンプリングが不要なインライン計測技術は確立

していない．このような問題点に対して集束光を用いた干渉縞計測技術を提案されている．

これは図 3.1 に示すように流路で焦点を結ぶようなレーザー光と，流路を挟んでその向かい

側にレーザー光を受ける二つのフォトダイオードで構成された計測技術である[3.16]．この方

法は先に示したレーザー回折散乱法を比較的に似ているが，平行光に対して本手法では集束

光を用いている点と，受光センサがレーザー回折散乱法では複数個に対して本手法では二個

と少ない点で異なる．この違いは様々な利点を生み出す．集束光を用いているため，集束点

近傍はレーザーのエネルギー密度を高めることができ，より微細な対象物の計測が期待でき

る．また流路断面方向に対して，レーザーの幅が変わるので，受光時間の長さから断面方向

の対象物の位置が推定できる．加えて，センサが少ないことから信号処理が容易になり，高

時間分解能での計測が期待できる．また汎用性の向上とコスト削減が望める．一方，集束光

を用いているため，集束点近傍の計測しか行うことができず，計数効率が低いと考えられる．

このようにレーザー回折散乱法と比べて多くの利点が考えられるが，装置がシンプルな故に，

その計測の確かさはよく分かっていない．加えて，粒子に関する研究は行われているものの，

微細気泡への応用可能性については検討されていない． 

Flow

Laser

Photodiodes

Flow cell

 

図 3.1 集束光を用いた干渉縞計測． 
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3.1.3 研究目的 
流路内を流れる微粒子や微細気泡の直径を求める方法として，本研究では液中に含まれる

マイクロからナノオーダーの微粒子計測技術のひとつである集束光を用いた干渉縞計測に着

目し，流動中の微粒子，微細気泡の計測として困難とされる直径 10 µm以下の計測手法の確

立を目的とする．上記目的を達成するため，まず，光散乱現象の理解を深めるため，既存の

散乱光理論について述べる．  

計測実験は，既知の粒径を持つ微粒子を用いて微粒子計測実験を行い，粒径と計測値の相

関関係について議論した．  
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3.2 光の散乱現象の物理 
3.2.1 Maxwell 方程式 
 光の伝播，反射・屈折，干渉などの物理現象は，Maxwell 方程式によって説明される[3.17, 

3.16]．そのため等方性媒質中を伝播する光の電場 E と磁場 H は，光の散乱現象の基礎方程

式である以下の方程式を満たす． 

 

 02 =−−∇ ttt EEE µεµσ   (3.1) 

 02 =−−∇ ttt HHH µεµσ   (3.2) 

 

ここで，µは透磁率，εは誘電率，σは電導率であり，添え字の t および tt は時間での 1次およ

び 2次微分を表している．磁化は光の周波数 (~ 5×1014 Hz)に追従できないので，µは真空で

の透磁率µ0に等しい．単色平面波の伝播について考え，電場 E が exp(iωt)の形で振動する波

とすると，式(3.1)および式(3.2)は， 

 

 01 22 =






 −+∇ EE ki
εω
σ

  (3.3) 

 

 01 22 =






 −+∇ HH ki
εω
σ

  (3.4) 

 

となる． 

 

3.2.2 光の散乱 

 光の散乱は，粒子の大きさと，粒子に当たった光の波長に非常に大きく関係し，粒径と光

の波長の関係によって現象が異なる．粒径 d [µm]の無次元表示としては，光の波長λ [µm]を

用いた粒径パラメータ 

 

 
λ

πα d=     (3.5) 

 

が用いられる．粒径パラメータと散乱パターンおよび散乱光強度の関係は以下の通りである

[3.19]． 

 

(a) α<0.4の場合 

粒子を一つの双極子とみる Rayleigh散乱の領域で，散乱光強さはα6に比例する． 

(b) 0.4≤α<3の場合 
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Rayleigh散乱の適用外で粒子を双極子の集合とみる Mie 散乱の領域で，散乱光強さは

α6からα4に比例する． 

(c) 3≤α<5の場合 

散乱光に回折現象が加わる．散乱光強さはα2にほぼ比例するが，αに対して大きく変動

する 

(d) 5≤α<30の場合 

散乱光強さはα2に比例し，変動は小さくなる． 

(e) 30<αの場合 

散乱光強さはα2に比例して単調増加する． 

 

粒子あるいは粒子群からの散乱光強度やパターン等から粒径，粒子数，濃度，速度等の多

くの情報が得られる．また，Mie 散乱において，光の波長に比べ粒形が十分に大きいとした

ときには幾何学的散乱と，粒径を無限小としたときは Rayleigh散乱と良い一致を示す．  

 

3.2.3 Mie 散乱 
 粒径計測に用いられる光散乱は，等方性の均質球形粒子による平面波の散乱である．この

現象に関する解は，Lorenzと Mie[3.20]によって独立に導かれた[3.21]．球座標系において，

式(3.3)，(3.4)のベクトル波動方程式が，球表面における境界条件の下に解かれた．同心多層

球特製が半径方向に変化する球，無限長の円柱，回転楕円体などによる平面波の散乱につい

ても類似の手法で解析解が導かれた[3.21, 3.22, 3.23]．任意形状の粒子による散乱については

拡張境界条件 (Extended Boundary Condition Method)や粒子を多数の双極子の立方格子に置き

換えて散乱を扱う近似計算法が開発され，高速計算機による数値計算が行われている． 

 

図 3.2 Mie 散乱における座標系[3.20]． 

 Mie 散乱の理論計算において図 3.2 で示すような極座標を用いる．まず，計算において照

射光である単位強度の偏光平面波を球面波の無限級数和の形に展開し，球の内部の波 (内部

波)と散乱波についても球面波の無限級数の和の形に表しておく．このとき，内部波および散

乱波の展開には，原点で発散しない球面波および距離に逆比例して減衰する球面波をそれぞ

れ用いる．次に，平面波と散乱光を重ね合わせた外部の波が球の表面 (r=a)において内部の

波と連続になるように，すなわち，表面において電場および磁場ベクトルの接線方向成分が

連続という境界条件により，内部波と散乱波の未定係数を決定する．その結果，全体の場が

決定される．粒子から遠い観測点では，電磁場ベクトルの伝播方向の成分は，伝播方向に垂
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直な他の 2成分に比べて減衰が大きいので無視することができる． 

観測面に垂直な偏光成分および水平な偏光成分の振幅関数は，それぞれ次のように表すこ

とができる． 

 

 ( ) ( ) ( ) ( )[ ]∑ +
+
+=

∞

=1
1 coscos

1

12

n
nnnn ba

nn

n
S θτθπθ  (3.6) 

 ( ) ( ) ( ) ( )[ ]∑ +
+
+=

∞

=1
2 coscos

1

12

n
nnnn ba

nn

n
S θπθτθ  (3.7) 

 

ここで，係数 an，bnおよび角度の関数πn(cosθ)，πn(cosθ)は，以下の式で与えられる． 

 

 
( ) ( ) ( ) ( )
( ) ( ) ( ) ( )αξαφαφαξ

αφαφαφαφ
nnnn

nnnn
n mmm

mmm
a

''

''

−
−

=  (3.8) 

 

 
( ) ( ) ( ) ( )
( ) ( ) ( ) ( )αξαφαφαξ

αφαφαφα
nnnn

nnnn
n mmm

mmm
b

''

''

−
−

=  (3.9) 

 

 ( )
( )( )

θ
θθπ

sin

cos
cos

1
n

n
P=   (3.10) 

 

 ( ) ( )( )θ
θ

θτ coscos 1
nn P

d

d=   (3.11) 

 

ここで，α=2πa/λは粒径パラメータ，φn(α)はリッカチーベッセル関数，ξn(α)はハンケル関数，

Pn
(1)(cosθ)はルジャンドルの陪関数である．散乱面に垂直および水平方向の散乱関数 i1，i2は，

振幅関数は，振幅関数 S1，S2により， 

 

 ( ) ( ) 2
θθ jj Si =  (j=1, 2, ...) (3.12) 

 

i1と i2の間の位相差δは，Reおよび Im をそれぞれ実数部および虚数部を表す記号とすれば， 

 

 
( ) ( ) ( ) ( )
( ) ( ) ( ) ( )1221

1221

ImImReRe

ImReImRe
tan

SSSS

SSSS

+
−

=δ  (3.13) 

 

となる．球の中心からの距離 r における，散乱面に垂直な散乱強度 I1(θ)および平行な散乱強

度は I2(θ)，i1(θ)と i2(θ)により， 
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 ( ) ( )θ
π
λθ jj i

r
I

22

2

4
=  (j=1, 2, ...) (3.14) 

 

となる．ここで，i j(θ)は Mie 散乱強度パラメータを示しており，i1(θ)が垂直方向の Mie 散乱

強度パラメータを，i2(θ)が垂直方向の Mie 散乱強度パラメータを示している．図 3.3 に粒径

パラメータとミー散乱強度パラメータの関係を示す．また，自然光に対しては， 

 

 ( ) ( ) ( )( )
24

21
22

2 θθ
π
λθ ii

r
Iu

+=   (3.15) 

 

となる．偏光比は， 

 

 ( ) ( ) ( )
( ) ( )θθ

θθθ
21

21

ii

ii
P

+
−=   (3.16) 

 

となる． 

 単一粒子によって平行光が散乱されるとき，その散乱光の全光量に等しい光量を受ける照

射光に垂直な標的の面積を，その粒子の散乱断面積 Cscaと言う．粒子による吸収についても

同様に吸収断面積 Cabsが定義される．これらの和 Csca+Cabsは減衰断面積 Cextに等しい．散乱

断面積は，粒子を囲む球面上で散乱強度を積分することによって得られる．すなわち， 

 

 ( ) ( )( )∫ += π θθθθ
π

λ
0 21

2

sca sin
4

diiC  (3.17) 

 

と表せる．一方，減衰断面積はθ=0 の振幅関数から決定される．式(3.1)および式(3.2)より，

S1(0)および S2(0)はともに， 

 

 ( ) ( )( )∑ ++=
∞

=1
12

2

1
0

n
nn banS   (3.18) 

 

となる．Cextと S(0)の関係には，次の関係がある． 

 

 ( )[ ]0Re
4

2
0

ext S
k

C
π=   (3.19) 

 

式(3.1)と式(3.2)の関係を用いると，球の散乱断面積と減衰面積はそれぞれ， 
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  (3.21) 

 

となる． 

 粒子の投影面積 (πa2)に対するそれぞれの断面積を散乱，吸収および減衰係数と言い，Qsca，

Qabsおよび Qextで表す．Qextは，吸収性，非吸収性を問わず，αに対して 0 から急激に増大し，

ピークに達した後，減衰振動を伴って 2 に漸近する．場として考えると，実効的に投影断面

積の 2倍に等しい断面までの電磁場が粒子の存在によって影響を受けていると考えることが

できる． 

非吸収性の粒子では，Qext=Qscaであるので，α無限大の極限では，反射・屈折と回折のそれ

ぞれによって，投影断面に入射する光量が散乱されることを表している．屈折率が非常に大

きい場合には，完全反射に近づき，Qscaは 2 に漸近する．屈折率が 1 のオーダーで，吸収が

ある場合には，αの増大に対し Qabsは 1 に漸近する．この場合も，回折によって投影断面積

に入射する光量が減衰する．これと関連して興味深いのは，Qabsは屈折率の虚数部 n’に対し

て大きくない一方ではなく，はじめは急激に増大するが，極大をとり，その後減少すること

である． 

 Mie 散乱については検討や改良が行われており[3.24, 3.25]，散乱関数の計算に関しては，

1970 年代半ばに開発された複素数を引数とするベッセル関数の優れた計算アルゴリズム

[3.24, 3,26, 3.27]を適用することにより，現在では，どのような粒径パラメータと複素屈折率

の組み合わせに対しても散乱関数の計算が可能になった．図 3.4 に散乱角θに対する散乱強

度の変化の一例を示す．散乱強度を図 3.5 のように極座標で表したものをポーラダイアグラ

ムと言う．粒径パラメータαが大きくなるにつれて，リップルの数が増加し，θの小さな領域

での変化が激しくなる様子が見られる．このリップル数は|m|αのオーダーである．大きなα
では，偏光成分間の差は小さく，特に前方の小さい角では i1と i2はほとんど一致する．一方，

α≤1 では i1（θ)の散乱角に対する変化は小さく，偏光比はほぼ 90 ºで最大になる． 
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図 3.3 粒径パラメータに対する Mie 散乱強度パラメータ[3.3]． 

 

図 3.4 粒径に対する散乱パターンの変化[3.4]．  
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図 3.5 散乱強度の角度に対する変化[3.4]． 

 

3.2.4 Rayleigh 散乱 
 微小粒子による散乱は，α<<１かつα|m-1|<<1においては，照射場の強さに比例して分極し

た振動する単一双極子からの放射とみなすことができる[3.28, 3.29]．最初の条件は，この粒

子は波長よりも十分に小さいもので，ほぼ一様な電磁場にさらされることを規定している．

また，第二の条件は，粒子の内部の場の位相は外部の場とほとんど違わないことを規定して

いる．単位強度の平面波により照射された均質等方性の粒子 (半径 a，相対屈折率 m)の散乱

強度は，距離 r において， 
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である．この散乱強度パターンは図 3.5 の最も上に示すような前後対象になり，強度は粒径

の 6乗に比例し，波長の 4乗に逆比例する．偏光比は cos2θで変化し，θ =90 ºにおいて完全

に偏光する． 

自然光に対しては， 
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となり，散乱断面積は， 
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となる． 

 Rayleigh散乱の理論を発展させたのが，Rayleigh-Gans-Debye理論である．粒子の微小部分

は，Rayleigh散乱子，すなわち双極子として独立に作用すると仮定され，全体にわたって積

分される，この理論は|m-1|<<1かつα|m-1|<<1，すなわち屈折率が極めて小さく，位相偏移が

無視できる場合に適用される． 

 

3.2.5 回折近似 
 平面波によって照射された大きな球 (α>>1)の散乱強度分布は，前方の小さい散乱角に限れ

ば，同一半 f 径の円形開口によるフラウンホーファ回折の強度分布で十分近似できる．粒径

パラメータαで表現すれば，散乱強度は， 
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θ<<1のときには，αsinθ≈αθの近似を用いると， 
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となる． 
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 ところが，屈折率の小さい粒子 (m≈1)の場合には，屈折率は方向を変えないで伝播するた

めに回折光との干渉を起こる．この現象は異常回折 (Anomarous Diffraction)と呼ばれる． 

 

3.2.6 幾何光学近似 

 球形粒子であれば大きさに依らずに極めて短時間で計算できることや，現象の物理的な理

解が容易なことから，幾何光学近似は，厳密な球の散乱関数が比較的容易になった現在でも，

光散乱を利用した粒子計測装置の基本設計や測定結果の妥当性の検討にとても有用である．

ここでは，球による散乱は媒質との境界における光線の屈折と反射，および外縁部での回折

の重ね合わせとして扱われる．図 3.6 は反射および屈折の様子を表している．球の表面に当

たった光線は，一部は反射され，一部は屈折する．屈折により内部に入射した光線は球と媒

質との境界で反射および屈折を繰り返す．透明な球形粒子に対しては，2 回までの反射およ

び屈折が位相偏移を考慮して解析され，振幅関数が閉じた形で導かれている[3.30]． 

 入射角θi で球に入射する光線の水平および鉛直偏光成分について，反射および屈折の際の

減衰と位相変化を考慮して，複素関数 Sj
(N)(α, m, θi) (j=1, 2)が導かれる．そこで，θi と球の外

部に出る光線の角度，すなわち散乱角θとの関係を用いて， 

これらの振幅関数をθの関数 Sj
(N)(α, m, θ)に書き換える．前方散乱の全振幅関数 Sj は，これら

と回折の寄与 Sdiff として与えられる． 

 

 ( ) ( )
diff

21 SSSS jjj ++=  (j=1, 2) (3.27) 

 

Sdiff は， 

 

 ( ) ( )
θα
θααθα

sin

sin
,, 12

diff
J

mS =  (3.28) 

 

となる．強度関数は，それぞれ次式で表される． 

 

 ( ) ( )θαθα ,,,, mSmi jj =  (j=1, 2) (3.29) 

 

 2 回までの反射および屈折を考慮することによって，球からの全散乱光量の 99.5 %以上が

説明される．自然光に照射された水の球形粒子の散乱強度の計測例を図 3.7 に示す．この程

度の粒径に対しても，計算結果は Mie 散乱による厳密な計算結果と良く合っており，約 60 º

までの散乱角では粒径が大きくなれば一層良い一致が得られる． 
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図 3.6 球形粒子に入射した光線の界面における反射および屈折[3.30]． 

 

図 3.7 Mie 散乱理論と幾何光学近似による球形粒子の散乱強度分布の比較[3.30]． 
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3.3 集束光を用いた干渉縞による微粒子計測 
3.3.1 使用粒子 
 使用粒子の粒径を確認するため，マイクロスコープ(ハイロックス，KH-1300)ならびに電子

顕微鏡を用いて粒径計測を行った．マイクロスコープによる可視化計測結果を図 3.16(a)に

示す．10 µm から 1 µm までは試料をガラスプレートに乗せてマイクロスコープで直接撮影し

た．粒径計測したところ各指定粒子の存在を確認した．一方，0.4 µm以下の微粒子は小さく

マイクロスコープで撮影することができなかった．そこで，図 3.16(b)のように計測手法を

電子顕微鏡にし，撮影を行った．撮影したところ，各指定された粒子の存在を確認した． 

40 µm 40 µm 40 µm

10 µm 5 µm 1 µm  

 (a) マイクロスコープによる微粒子の撮影． 

 

4 µµµµm

0.4 µm

0.5 µµµµm

0.2 µm 0.1 µm

1 µµµµm

 

(b) 電子顕微鏡による微粒子の撮影． 

図 3.8 顕微鏡による微粒子の撮影． 

 

3.3.2 レーザーの入射角度 
 レーザーの入射角度を確認するため，フローセル側面から可視化計測を行った．可視化計

測結果を図 3.18 に示す．可視化結果より，入射角度を求めたところ，その角度は 15 °であっ

た．またスポット径は 10 µm以下であることが確認された． 
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流路幅 6 mm

入射角度 15度

スポット径 10 µm以下

 

図 3.9 レーザーの入射角度とスポット径． 

3.3.3 電気信号・干渉縞・側方散乱光の計測結果 
図 3.19は直径 0.1 µmの PSL粒子を混入させた時のフォトダイオードからの電気信号の時

間変化を示している．流路上流と下流の電圧信号を区別しやすくするために，上流のフォト

ダイオードは受光の際に正の電圧が印加され，下流側は負の電圧が印加される．粒子を混入

させない場合と比べ，PSL粒子が混入している条件では，図 3.19 のように多数のピークが確

認される．ピークが計測された各時刻における可視化計測結果も図 3.19 に示す．左図は流路

内の可視化計測結果であり，白い粒は粒子からの側方散乱を捉えたものである．この結果か

ら粒子の存在ならびに位置を確認できる．右図はスクリーンに投影された干渉縞を示してい

る．干渉縞は得られた画像に対して，背景除去ならびに二値化処理を行っている．閾値は 255 

[-]である．各ピークに対して，粒子の側方散乱と干渉縞を確認したところ，計測されないケ

ースも見られたものの，多くは計測された電気信号のピークに対して側方散乱ならびに干渉

縞と同期していた． 

図 3.20は直径 0.2 µmの PSL粒子を混入させた時のフォトダイオードからの電気信号の時

間変化，側方散乱光，干渉縞の可視化結果である．直径 0.1 µm の時と同様に多数のピークが

確認される．各ピークに対して，粒子の側方散乱と干渉縞を確認したところ，計測されない

ケースも見られたものの，多くは計測された電気信号のピークに対して側方散乱ならびに干

渉縞と同期していた． 

図 3.21は直径 0.4 µmの PSL粒子を混入させた時のフォトダイオードからの電気信号の時

間変化，側方散乱光，干渉縞の可視化結果である．直径 0.1 µm ならびに 0.2 µm の時と同様

に多数のピークが確認される．各ピークに対して，粒子の側方散乱と干渉縞を確認したとこ

ろ，計測されないケースも見られたものの，多くは計測された電気信号のピークに対して側

方散乱ならびに干渉縞と同期していた．しかしながら，直径 0.1 µm，0.2 µm，0.4 µm には定

性的な違いは確認されなかった． 

図3.23は直径 1 µmの PSL粒子を混入させた時のフォトダイオードからの電気信号の時間

変化，側方散乱光，干渉縞の可視化結果である．各ピークに対して，粒子の側方散乱と干渉

縞を確認したところ，計測された電気信号のピークに対して側方散乱ならびに干渉縞と同期

していた．また，直径 0.1 µm，0.2 µm，0.4 µm の結果とは異なり，電気信号ピークの変動値
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が直径 0.1 µm，0.2 µm，0.4 µm に比べて大きくなっている．また，側方散乱光や干渉縞も明

瞭になった．これは図 3.24 の直径 5 µm の PSL粒子の結果についても同様なことがいえる．

このように粒径が大きいほど電圧信号が大きくなり，側方散乱光ならびに干渉縞が明瞭にな

ることが示された．これは図 3.9 の散乱光の計算結果と同様な結果となっており，干渉縞の

生成には前方散乱光が寄与していると考えられる． 

 

 

未確認

Upstream voltage

Downstream voltage

Flow

1.409 s

1.661 s

2.290 s

4 mm

Flow
0.768 s

 

図 3.10 直径 0.1 µm の PSL粒子を混入させた時のフォトダイオードからの電気信号の時間

変化，側方散乱光，干渉縞の可視化結果． 
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Upstream voltage

Downstream voltage

Flow

0.795 s

1.799 s

2.667 s

4 mm

Flow
0.282 s

未確認 未確認

 

図 3.11 直径 0.2 µm の PSL粒子を混入させた時のフォトダイオードからの電気信号の時間

変化，側方散乱光，干渉縞の可視化結果． 

Upstream voltage

Downstream voltage

Flow

1.217 s

2.663 s

2.855 s

4 mm

Flow
0.751 s

未確認

 

図 3.12 直径 0.4 µm の PSL粒子を混入させた時のフォトダイオードからの電気信号の時間

変化，側方散乱光，干渉縞の可視化結果． 
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Upstream voltage

Downstream voltage

Flow

1.922 s

2.213 s

2.579 s

4 mm

Flow
0.504 s

 

図 3.13 直径 1 µmの PSL粒子を混入させた時のフォトダイオードからの電気信号の時間変

化，側方散乱光，干渉縞の可視化結果． 

Upstream voltage

Downstream voltage

Flow

0.780 s

1.665 s

1.872 s

4 mm

Flow
0.328 s

 

図 3.14 直径 5 µmの PSL粒子を混入させた時のフォトダイオードからの電気信号の時間変

化，側方散乱光，干渉縞の可視化結果． 
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第4章 ベンチュリ管内の流動 
 

本研究ではベンチュリ管内気泡微細化現象における気泡挙動と流動特性の理解を深めるこ

とを目的とし，ベンチュリ管内の気泡挙動と流動場の可視化計測を実施した． [4.1, 4.2, 4.3]． 

 

4.1 実験方法と実験条件 
4.1.1 装置全体の概要 

本実験装置全体の概略図を図4.1に示す．液相には5 µmのフィルターを通した水道水を用い，

気相には空気を用いた．気相注入部はベンチュリ形状をしており，喉部で圧力が低下する効

果を利用して気相の安定供給を行っている． 

図 4.2 にベンチュリ管の詳細を示す．ベンチュリ管は気泡挙動の可視化計測や PIV による

流動場計測を行うため透明アクリル製であり，入口直径と出口直径は 16 mm，スロート部直

径 6 mm，開き角は 6 度となっている． 

 

 

 

 

 

20.0

Venturi tube

Liquid flow meter

Gas flow meter

Pump 

Compressor

Tank

Constant current 
power supply

Temperature and
conductivity meter

Drain

Gas injection (venturi)

Applied electrode

Temperature meter

P Regulator

Applied electrode

 

図 4.1 実験装置全体の模式図． 
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6 mm

16 mm

6 °

16 mm

 

図 4.2 ベンチュリ管の形状． 

 

4.1.2 実験条件 

実験条件としてベンチュリ管入口における液相の見かけ速度を用いる．液相の見かけ速度

は以下のように定義される． 

 

in

L
Lin A

Q
j =   (4.1) 

 

ここで QL は液相容積流量[L/min]で Ain は入口の流路断面積[m2]を表す．本研究では jLin 

=1.66 m/s （QL = 20 L/min），jLin =2.49 m/s（QL = 30 L/min），3.32 m/s（QL = 40 L/min）の条件

で実験を行った．各液相流速に対して，気相容積流量比 0.01 [-]とする．ここで，気相容積流

量比βは以下のように定義している． 

 

LG

G

QQ

Q

+
=β   (4.2) 

 

QGは気相容積流量[L/min]を示す． 
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4.2 ベンチュリ管内流動挙動 
図4.7に気相容積流量比β = 0.01 [-]におけるベンチュリ管入口の液相の見かけ流速jLin = 1.66 

m/s，2.49 m/s，3.32 m/sのベンチュリ管内可視化計測結果を示す．jLin = 1.66 m/sの場合では，

ベンチュリ管スロートにおいて，気泡は数ミリメートルの気泡に分裂する．対して，jLin = 2.49 

m/sでは，スロートを通過後に気泡は大きく膨張する．その後，膨張気泡は急速に収縮し，大

量の数十マイクロメートル程度の微細気泡に微細化する．気泡の崩壊位置を可視化計測結果

より求めると，スロートから21 mm下流において気泡崩壊が確認された．さらにjLin = 3.32 m/s

では，拡大部に流れ込んだ気泡は管壁全体まで膨張が進み，その下流において膨張した気泡

は急激に収縮し，雲状に大量のマイクロバブルに崩壊した様子が確認された．気泡崩壊位置

はスロート下流42 mmで起きており，jLin = 2.49 m/s よりもその位置は下流側に位置している．

このように液相流速に対して，ベンチュリ管内の気泡挙動は大きく異なる． 

(a) β = 0.004 [-], jLin = 1.66 m/s

(b) β = 0.004 [-], jLin = 2.49 m/s

(c) β = 0.004 [-], jLin = 3.32 m/s

Bubble breakup

Throat Diverging region

Bubble breakup

Bubble

0 17 37 57 77 97 117-23
z

 

図 4.3 液相の見かけ流速に対するベンチュリ管内の気泡挙動． 
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第5章 気泡崩壊現象における気液界面挙動 
 

第 4 章で述べたように，流動方向の気泡崩壊位置と圧力回復位置が一致していることから，

気泡崩壊現象と圧力は密接な関係があると考えられる．しかしながら，気泡周囲の圧力変動

によって気泡が膨張収縮することは理解できるものの，気泡微細化まで至る物理的過程は圧

力変動による膨張収縮だけで説明することはできない．そこで本章では，気泡崩壊時におけ

る気液界面挙動の詳細可視化を行い，気泡の微細化ついて考察した[5.1]． 

 

5.1 気泡界面挙動の詳細可視化計測 
5.1.1 低流速条件と高流速条件における気泡挙動の違い 

気泡崩壊時における気泡界面挙動を詳細にとらえるために，第 4 章の実験装置を用いて，

撮影速度や露光時間，倍率等を変えて撮影を行った．図 5.1 は気泡崩壊現象が起きないβ = 

0.01，jLin = 1.66 m/sでの気泡挙動の可視化計測結果である．撮影条件は撮影速度 130,000 fps，

シャッター速度 1 µsである．t = 0.00 msでは，赤丸で示すのど部に流入する気泡は砲弾状の

形状をしている．気泡がのど部に流入すると気泡下部(上流側)から気泡上部(下流側)に向かっ

て，液柱ジェットが発生している．このような気泡内に発生するジェットは気泡がオリフィ

スに流入する際にも確認されている[5.2]．また，清水らは数値計算により，のど部でのジェ

ットの形成を再現し，ジェットがのど部での気泡上下の局所的な圧力差によって生じている

と報告している[5.3]．気泡はジェットの貫通後界面が不安定となり，下流に流れていくに従

い，ちぎれるようにいくつかの小気泡に分裂する様子が確認された．以上より，低流速条件

では主に，気泡下部から上部へ発生するジェットの貫通による界面の不安定によって気泡が

分裂することが示唆された． 
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0

10 0.00 ms 0.15 ms 0.30 ms 0.45 ms

0.60 ms 0.75 ms 0.90 ms 1.05 ms

z [mm]
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0
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0

10 0.00 ms 0.15 ms 0.30 ms 0.45 ms
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0
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図 5.1 低流速条件における気泡微細化挙動の詳細観測． 

気泡崩壊時における気液界面挙動の詳細可視化結果を図 5.2 に示す．撮影条件は撮影速度

400,000 fps，シャッター速度 1 µsとした．このときの流動条件はβ = 0.01，jLin = 2.49 m/sであ
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る．t = 0.000 msでの画像を見ると，気泡下部から上部へのジェットも確認できる．崩壊する

際に気泡上面が平らとなり，次第にくぼんでいく様子が確認できる．くぼみが大きくなると

ともに気泡は扁平形状に収縮していき，t = 0.125 msにくぼみは気泡下面に達し，ドーナツ形

状となる．その際に気泡の上部から下部に向かってジェットが発生している様子が t =0.175 

msの画像より確認できる．またドーナツ状に収縮して，リバウンドする際に図中(a)のような

気泡界面の波立ちや，(b)のような界面の突起が確認され，その突起が微細気泡に分離する様

子が見られた．このように気泡の微細化は，周囲圧力の急激な上昇によって気泡が急収縮し

て球形がくずれるとともに，リバウンドによる気液界面が不安定になることによって生じて

いると考えられる． 

0.000 ms 0.025 ms 0.050 ms

0.075 ms

0.150 ms

7.5 mm

77
0

µm
6

04
 µm

(a)

(b)

0.100 ms 0.125 ms

0.175 ms
 

図 5.2 高流速条件における気泡微細化挙動の詳細観測． 
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第6章 気泡崩壊現象に伴う圧力波の伝播挙動 
 

本研究では，気泡微細化位置から下流に伝播する圧力波の存在ならびにその伝播挙動を明

らかにすることを目的とする．この目的を達成するために，ハイスピードビデオカメラを用

いてベンチュリ管内流動の観察を行い，気泡崩壊現象の可視化計測ならびに高輝度領域の伝

播挙動の可視化計測を行った．次に，圧力波による圧力変動を捉えるため，ベンチュリ管内

流路壁面に取り付けた二つの圧力センサを用いて流路内の圧力計測を行った． [6.1]． 

 

6.1 圧力波伝播挙動の可視化計測 
図6.1はベンチュリ管全体の可視化計測結果である．撮影条件は撮影速度46,000 fps，露光

時間5 µsである．図6.1(a)はベンチュリ管入口の液相の見かけ速度jLin = 1.66 m/s，気相容積流

量比β = 0.01 [-]のときの可視化計測結果である．この流動条件においては，入口から流入し

てきた気泡はスロート下流において引き伸ばされ分裂することが確認された．対して，ベン

チュリ管入口の液相の見かけ速度jLin = 2.49 m/s，気相容積流量比β = 0.01 [-]ときの可視化計測

結果図6.1(b)では，スロートを通過した気泡は膨張を始め，その後，ブロック矢印で示す位

置において膨張した気泡はすべて急収縮し崩壊する．収縮崩壊後，気泡は微細化し，多量の

微細気泡が生成される．  
図6.2はベンチュリ管入口ならびにベンチュリ管出口における気泡径分布である．気泡径に

ついては，可視化計測によって得られた瞬時画像から，気泡を回転楕円体として体積を求め，

各気泡の体積等価直径を取得し，これを気泡径とした．気泡崩壊現象が起きない流動条件で

あるベンチュリ管入口の液相の見かけ速度jLin = 1.66 m/s，気相容積流量比β = 0.01 [-]の気泡径

分布では，入口で計測された気泡径分布と比較して，出口の気泡径分布では直径0.1 mm以下

の微細気泡数割合が0.05 [-]程度増加している．対して，気泡崩壊現象が起きる流動条件であ

る液相見かけ速度jLin = 2.49 m/s，気相容積流量比β = 0.01 [-]の気泡径分布では，入口で計測さ

れた気泡径分布と比べ，ベンチュリ管出口で計測された気泡径分布の直径0.1 mmの微細気泡

数の割合が0.15 [-]以上増加している．このようにベンチュリ管入口の液相流速によって，ベ

ンチュリ管内の気泡挙動は大きく異なり，気泡崩壊現象によってより多くの微細気泡を生成

できることを確認した． 
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z [mm]
876747277-13 9777573717-3-23

Throat: z = 0 mm
-33

Bubble
Flow

 
(a) 気泡崩壊しない流動条件 
（jLin = 1.66 m/s, β = 0.01 [-]） 

 

Bubble Contraction and Breakup

Expanded Bubble
 

(b) 気泡崩壊する流動条件 
（jLin = 2.49 m/s, β = 0.01 [-]） 

図 6.1 ベンチュリ管内の気泡挙動． 
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図 6.2 泡崩壊しない流動条件（jLin = 1.66 m/s, β = 0.01 [-]）と気泡崩壊する流動条件（jLin = 

2.49 m/s, β = 0.01 [-]）の気泡径分布． 

図 6.3 は気泡崩壊が起きる条件である液相見かけ速度 jLin = 2.49 m/s，気相容積流量比β = 

0.01 [-]における気泡崩壊位置下流の可視化計測結果である．撮影条件は撮影速度 100,000 fps，

露光時間 5 µsである．気泡収縮崩壊直後を 0.000 msとして 0.120 msまでの時間変化を示し

た．時刻 0.000 msから 0.030 msにおいて，気泡崩壊位置から下流において 0.000 ms時よりも

輝度が高くなっている．気泡崩壊から 0.060 ms後には，高輝度領域は下流に広がり，z = 37 mm

まで広がっている．0.120 ms後には，さらに下流に広がっている．このように時刻が進むに

つれ，高輝度領域が下流に伝播していく様子を確認した． 

この高輝度領域が生じる原因を明らかにするために，マイクロスコープを使って，気泡崩

壊点下流における高輝度領域の伝播時の微細気泡の可視化計測を行った．その可視化計測結

果を図 6.4 に示す．このときの撮影条件は撮影速度 180,000 fps，露光時間 5 µsである．図 6.7

の矢印で示す気泡に着目すると，0 ms から 0.033 msにかけて気泡が収縮していることがわ
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かる．その後，気泡は比較的緩やかに膨張し，元の気泡径に戻る．また同時に，0 msの画像

と比較して，気泡の収縮に伴って画像が全体的に明るくなることがわかる．このように気泡

径が小さくなることでバックライトの透過率が上昇し，高輝度領域が発生している．このこ

とから，高輝度領域の下流への伝播は気泡の収縮が下流に向かって順々に起きていることを

示している． 

 

0.000 ms 0.060 ms 0.090 ms0.120 ms

z [mm]

27

37

47

F
lo

w

Bubble breakup The head of the bright region

0.030 ms

Expanded
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Micro-
bubbles

 

図 6.3 気泡崩壊位置下流における可視化計測結果．流動条件は jLin = 2.49 m/s, β = 0.01 [-]． 

 
 
 

1.16 mm

0 ms 0.011 ms 0.022 ms 0.033 ms
 

図 6.4 気泡崩壊位置下流 z = 37 mmにおける気泡の収縮挙動． 
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6.2 圧力波の圧力計測 
6.2.1 圧力の伝播挙動 

 気泡の急収縮によって高輝度領域が発生し，その領域が下流に伝播していることから，気

泡を収縮させるような高い圧力場が下流に伝播していると考えられる．そこで，ベンチュリ

管の内側壁面にセンサヘッドが来るようにベンチュリ管側面に圧力計を取り付け，管内の圧

力計測を行った．圧力センサは流れ方向に対して z = 37 mm， 47 mmの二点に取り付けられ

ている．図 6.5(a)は気泡崩壊現象が起きない流動条件である液相見かけ速度 jLin = 1.66 m/s，

気相容積流量比β = 0.01 [-]における圧力計測結果である．上流側 z = 37 mmの圧力の時間変化

を実線，下流側 z = 47 mmの圧力の時間変化を破線で示している．上流下流の圧力変化共に，

ほぼ大気圧で一定値を保っている．目立った振幅は確認されなかった．対して，図 6.8(b)の

気泡崩壊現象が起きる流動条件である液相見かけ速度 jLin = 2.49 m/s，気相容積流量比β = 0.01 

[-]では，上流下流の結果ともに圧力の振幅が多数確認された．気泡崩壊位置での可視化計測

結果より，単位時間当たりに計測される圧力の振幅数よりも気泡の崩壊数が多いことから，

一部の気泡の崩壊によって生成した圧力振幅ならび複数の気泡が同時に崩壊することで生成

した圧力振幅が伝播していると考えられる．また，上流と下流の圧力の時間変化は定性的に

同じであるものの，下流の圧力変化は上流に比べて時間遅れがあることが確認できる．この

時間遅れは，高圧領域が上流から下流の圧力センサまで伝播するのに要する時間と考えられ，

圧力波が下流に伝播していることを示している． 

300

200

100

0

-100G
a

g
e 

P
re

ss
u

re
 [

kP
a

]

543210
Time [ms]

Downstream (z= 47 mm)

Upstream (z= 37 mm)

 
(a) 気泡崩壊しない流動条件 
（jLin = 1.66 m/s, β = 0.01 [-]） 
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(b) 気泡崩壊する流動条件 

（jLin = 2.49 m/s, β = 0.01 [-]） 

図 6.5 気泡崩壊位置下流 z = 37 mmと z = 47 mmにおける圧力の時間変動． 
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第7章 気泡の収縮崩壊微細化現象の応用 
 

本章では気泡の収縮微細化現象の応用先として，ベンチュリ管式微細気泡生成装置[7.1]，

への応用可能性について議論する． 

 

7.1 ベンチュリ管式微細気泡生成装置の作動特性 
7.1.1 ベンチュリ管式微細気泡生成装置と試験条件 

図7.1はベンチュリ管式微細気泡生成装置の模式図である．ポンプより液相を供給し，コン

プレッサーから気相を供給して，ベンチュリ型気相注入部によって気液二相流を作り出す．

さらにその下流にあるベンチュリ管内の気泡崩壊現象より気泡をさらに微細化し，微細気泡

を生成する．その下流には気泡径を正確に計測するため，図7.2の薄型の気泡径計測部を設け

ている．この可視化部は薄型ではあるが，流路断面積をベンチュリ管と揃えるために流路が

横方向に広がることで，断面積をそろえている．ハイスピードビデオカメラとメタルハライ

ドランプを用いてバックライト法で気泡の計測を行う． 
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図 7.1 ベンチュリ管式微細気泡生成装置の模式図 
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図 7.2 生成気泡計測部． 

 

7.1.2 円形ベンチュリ管による微細気泡生成 

本節では，ベンチュリ管全体を撮影し，流入した気泡がベンチュリ管を通過する際にどの

ような挙動をするのかを示す．撮影条件は撮影速度 43,000 fps，シャッター速度 5 µsである．

図 7.3，図 7.4，図 7.5，図 7.6 および図 7.7 にベンチュリ管内気泡挙動のスナップショット

を示す．それぞれ容積流量比βを一定とし，入口での液相みかけ流速 jLin = 1.66，2.07，2.49，

2.90，3.32 m/sとした結果を示している．容積流量比はそれぞれβ = 0.00，0.004，0.01，0.04，

0.1である． 

 

(1) 水単相での流動 

図 7.3に示す水単相のみを流した際の挙動について述べる．jLin = 1.66および 2.07 m/sでは，

水単相流となっており，気泡は確認されない．一方，jLin = 2.49，2.90および 3.32 m/sにおい

ては，拡大部で気泡が発生していることが確認できる．これは拡大部でキャビテーションが

発生しているためだと考えられる．キャビテーションが発生する原因としては管が縮小する

ことで流れが速くなり圧力が下がるのに加え，拡大部の壁面付近では流れの剥離が起こり，

更に圧力が減少するためだと考えられる．jLin = 2.49 m/sではキャビテーション気泡は球形気

泡が発生している．一方，jLin = 2.90および 3.32 m/sでは，バブルキャビテーションに加え，

写真で見て拡大部の管左側にクラウドキャビテーションのようなものが確認できる．これは，

z = -3 mmに設けられている圧力計測用の細孔が原因であると考えられる．ネジ穴の中にはわ

ずかではあるが空気がたまっており，これが細孔から流出し，更に拡大部で膨張することで

管左側にのみクラウドキャビテーションのようなものが生成していると考えられる．キャビ

テーション崩壊位置は，見かけ流速の増加に伴い下流に移動していることが確認される． 

 

(2) 気液二相流での流動 

続いて気泡流を流入させた場合の挙動について述べる．図7.4にβ = 0.004での結果を示す．

2.3 節で求めたのど部で音速に達する条件と比較した結果，jLin = 1.66，2.07 m/sはのど部で音

速に達しないと考えられる条件，jLin = 2.49，3.32 m/sはのど部で音速に達すると考えられる
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条件である．jLin = 1.66および 2.07 m/sでは気泡は大きな体積変化は見られず，流入する気泡

と流出する気泡の径に大きな変化は見られなかった．一方，jLin = 2.49 m/s以上では拡大部で

気泡が膨張し，ある位置で急激な収縮・崩壊を経て微細気泡に変化している様子が確認され

た．jLin = 2.49 m/sでは気泡は z = 20 mm付近で崩壊しており，気泡一つ一つが判別できる．

入口見かけ流速が大きくなると，気泡が崩壊する位置は下流に移動しており，jLin = 2.90では

z = 30 mm，3.32 m/sでは z = 40 mm付近で崩壊している．気泡は流下するにつれて膨張し続

けており，jLin = 3.32 m/sでは崩壊直前には気泡同士が合体し，環状流のように気泡が管全体

に広がっているように見える． 

図 7.5 にβ = 0.01での結果を示す．jLin = 1.66 m/sはのど部で音速に達しないと考えられる

条件，jLin = 2.07 m/s以上はのど部で音速に達すると考えられる条件である．jLin = 1.66 m/sで

は気泡は大きな体積変化は見られなかった．jLin = 2.07 m/sでは気泡はわずかでは膨張し，収

縮，崩壊している様子が確認された．一方，jLin = 2.49 m/s以上ではβ = 0.004と同様に拡大部

で気泡が膨張し，ある位置で急激な収縮・崩壊を経て微細気泡に変化している様子が確認さ

れた． 

図 7.6 にβ = 0.04での結果を示す．jLin = 1.66 m/sはのど部で音速に達しないと考えられる

条件，jLin = 2.07 m/s以上はのど部で音速に達すると考えられる条件である．β = 0.004および

0.01に比べ空気流入量が多いために，流入する気泡の径が大きくなっていることが確認でき

る．基本的な挙動はβ = 0.01と同様であり，jLin = 1.66 m/sでは気泡は大きな体積変化は見ら

れず，jLin = 2.49 m/s以上では拡大部で気泡が膨張している様子が確認された．しかしながら，

気泡の密度がかなり高いために，低容積流量比の場合のように明確な気泡崩壊位置が判別で

きず，管全体に拡がった気泡がある位置でクラウド状になり，渦巻きながら微細気泡へと変

化しているように見えた． 

図 7.7 に示すβ = 0.1でも同様の傾向となった．更に気泡の量が増えたことにより，気泡の

詳細な挙動を観察することが困難であったが，膨張した気泡が一旦崩壊し，微細気泡に変化

している様子は確認できた． 
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図 7.3 ベンチュリ管内気泡挙動 (β = 0.000)． 
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図 7.4 ベンチュリ管内気泡挙動 (β = 0.004)． 
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図 7.5 ベンチュリ管内気泡挙動 (β = 0.01)． 
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図 7.6 ベンチュリ管内気泡挙動 (β = 0.04)． 
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図 7.7 ベンチュリ管内気泡挙動 (β = 0.1)． 

 

続いて，ベンチュリ管通過前後での気泡径の比較を行う．可視化部をベンチュリ管前後に

設置し撮影した発生気泡の画像を二値化処理し，面積等価直径を算出した結果を述べる．図

7.8，図 7.9，図 7.10，図 7.11 にそれぞれ容積流量比β = 0.004，0.01，0.04，0.1におけるベ

ンチュリ管入口見かけ流速 jLin に対する発生気泡の面積等価直径 D の確率密度分布の変化を

示す．塗り潰しのプロットはベンチュリ管通過後の結果，中抜きのプロットはベンチュリ管

通過前の結果を示している． 

図 7.8 では 100 µm以下の径の分布について，のど部で音速に達しないと考えられる条件

である jLin = 1.66 m/sと音速に達すると考えられる条件でなる 2.07 m/sの間で差が生じた．jLin 

= 2.07 m/s以上では約 200 µm以上の径を有す気泡数が減少し，これに対して約 100 µm以下

の気泡数が増加した．これは，ベンチュリ管における気泡の膨張，急激な収縮および崩壊に

より気泡の微細化が顕著に生じ，大きな気泡が約 100 µm以下の径を有す気泡に分裂したた

めと考えられる．ベンチュリ管通過前後の気泡径分布を比較すると，ベンチュリ管通過前に

比べ，100 µm以下の気泡の割合が増加しており，微細気泡が多く生成していることがわかる． 

図 7.9 においても，図 7.8 と同様に入口見かけ流速の増加に伴い 100 µm以下の気泡の割

合が増加しており，更にベンチュリ管通過前後を比較すると，ベンチュリ管通過後の方が 100 

µm以下の気泡の割合が増加している． 

一方，容積流量比β = 0.04である図 7.10 での結果を見ると，入口見かけ流速が増加しても

気泡径分布に変化は見られなかった．更にベンチュリ管通過前後の気泡径についてもほぼ同

一であるという結果になった． 

更に高容積流量比である図 7.11 では，β = 0.04での結果に比べて 100 µm以下の気泡の割
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合は減少し，逆に 1 mm程度の気泡の割合が増加するという結果となった．ベンチュリ管通

過前の気泡径分布と比較するとベンチュリ管通過後の気泡径分布は 1 mm以下の気泡の割合

が少なく，逆にベンチュリ管通過に伴い 1 mm以上のミリバブルが増加するという結果とな

った． 
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図 7.8 気泡径分布 (β = 0.004)． 
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図 7.9 気泡径分布 (β = 0.01)． 
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図 7.10 気泡径分布 (β = 0.04)． 
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図 7.11 気泡径分布 (β = 0.1) 
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第8章 結言 
 

本研究では，ベンチュリ管式微細気泡生成装置の性能ならびに微細気泡生成条件を明らかにし，

ベンチュリ管内の気泡挙動や流動特性を理解することで微細気泡生成の物理機構の解明を試みた．

そして，その知見を踏まえ，具体的な応用先やその有用性について検証した．また，上記の目的

を達成するため，本研究では定電流法による微細気泡を含む分散気泡流のボイド率の計測技術の

開発や流動中の微粒子や微細気泡における集束光を用いた干渉縞によるインライン計測技術の開

発も行い，以下の知見を得た．  

 

(1) 微細気泡を含む分散気泡流のボイド率計測法 

定電流法によって得られた電気信号からボイド率に換算するためのアルゴリズムを改良するこ

とで，従来の定電流法では成し得なかった分散気泡流のボイド率計測を可能とした．既存の方法

がおよそ 100 %の過大評価であったのに対して，10 %程度の誤差に抑えることができるようにな

った．また，直径数百µm の微細気泡に対しても同様に既存の方法よりも正確にボイド率を求める

ことできた． 

  

(2) 集束光を用いた干渉縞による微粒子微細気泡のインライン計測法 

 集束光を用いた干渉縞による微粒子微細気泡計測によって，微粒子や微細気泡に対して，フォ

トダイオードからの電気信号，干渉縞ならびに側方散乱を計測できることがわかった．  

 

(3) ベンチュリ管内の流動 

ベンチュリ管内の流動計測を行い，急激な気泡崩壊が起きている条件では拡大部で急激な圧力

回復が確認され，その圧力回復位置と気泡崩壊位置に相関があることが確認された．  

 

(4) 気泡崩壊現象における気液界面挙動 

気泡崩壊時における気液界面挙動の詳細可視化計測を行った．膨張した気泡は一様に収縮せず，

気泡下部から上部へのジェットの発生や，上流に対して下流側方がより気泡界面が収縮するなど，

その気泡収縮崩壊挙動は非常に複雑であった．また，気泡の微細化は収縮する際に生じ始め，再

膨張の際に気液界面が大きく乱れ，微粒化が促進されることが確認された．  

 

(5) 気泡崩壊現象に伴う圧力波の伝播挙動 

気泡崩壊現象に伴う圧力波伝播挙動の存在について実験的に検証した．可視化計測結果から，

気泡崩壊現象に伴って下流に高輝度領域が伝播することを確認した．また，圧力計測から圧力の

振幅を確認し，圧力波が伝播する様子を明らかにした．  

 

(6) 気泡の収縮崩壊微細化現象の応用 

 気泡の収縮微細化現象の応用先として，ベンチュリ管式微細気泡生成装置の応用可能性につい

て検討した．ベンチュリ管式微細気泡生成では，各音速以上となる流動条件においては気泡崩壊

が起きることを確認した．音速以下では気泡崩壊が起きないことも確認した．また，液相の見か

け速度が速く，気相容積流量比が小さいほどより微細な気泡を大量に生成できることが確認され

た．  
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